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部会長の選任

本部会の部会長について、医療法施行令第５条の 21 第３

項の規定に基づき、委員の互選により選任するものである。

＜医療法施行令＞

第 5条の 21 審議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。

2 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。

3 部会に部会長を置き、その部会に属する委員の互選により定める。

4 審議会は、その定めるところにより、部会の決議をもつて審議会の決議と

することができる。

5 第 5条の 18 第 3 項及び第 4項の規定は、部会長に準用する。

第１回保健医療

計画策定作業部会

資料

１

議題

１
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第９次静岡県保健医療計画の策定

第９次静岡県保健医療計画の策定に向けた今後の取組等に

ついて、本部会に意見を伺う。

＜協議が必要なポイント（案）＞

・国基準等に基づいた２次医療圏の見直し検討

・新興感染症対策の追加

・６疾病における肝炎の位置付け

第１回保健医療

計画策定作業部会

資料

２

議題

２
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第９次静岡県保健医療計画の策定

１ 要旨

次期計画である第９次静岡県保健医療計画の策定に向けた今後の取組等について、本部会において

計画に関する協議を行う。

２ 現計画（第８次静岡県保健医療計画）の概要

３ 保健医療計画及び長寿社会保健福祉計画（介護保険事業（支援）計画）の計画期間

区分 内 容

法 的 根 拠 医療法第30条の４及び６

計画の性格
県の総合計画（富国有徳の美しい“ふじのくに”の人づくり・富づくり）の分

野別計画であり、本県における保健医療施策の基本指針

計 画 期 間 2018年度（平成30年度）から2023年度（令和５年度）までの６年間

２次保健医療圏 入院医療の提供体制を確保するための一体の区域（県下８医療圏）

基準病床数

病床整備の上限値

療養病床及び一般病床 ２６，７２０床（８圏域）

精神病床 ５，３８８床（県全圏域）

結核病床 ８２床（県全圏域）

感染症病床 ４８床（県全圏域）

疾病・事業等

に 係 る

医療連携体制

の 構 築

６疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、肝炎、精神疾患）

５事業（救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療、

小児医療（小児救急医療を含む。））

在宅医療（訪問診療の促進、訪問看護の充実、歯科訪問診療の促進、

かかりつけ薬局の促進、介護サービスの充実）

圏域別計画
医療資源や住民の健康状態等は圏域ごとに実状が異なることから、地域の

状況に応じて、６疾病５事業及び在宅医療に関する圏域別の計画を策定。

そ の 他

団塊の世代が後期高齢者となる2025年に向けた取組

医療機関の機能分担と相互連携

地域包括ケアシステムの構築 ほか

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

第８次静岡県保健医療計画

（６年計画 2018～2023年度）

第９次静岡県保健医療計画

（６年計画　2024～2029年度）
第10次静岡県

保健医療計画

第９次長寿社会保健福祉計画
(第８期介護保険事業(支援)計画)

  介護保険計画

  の検討・作成

 次期保健医療

 計画  の検討・作成

  介護保険計画

  の検討・作成

　
　
　
　
　

医
療
と
介
護
の
総
合
的
な
確
保

第10次長寿社会保健福祉計画
(第９期介護保険事業(支援)計画)

第11次長寿社会保健福祉計画
(第10期介護保険事業(支援)計画)

第12次計画
（第11期計画）

保健医療計画
策定作業部会

改定 改定

同時改定

改定
診療
報酬

改定

介護
報酬

改定 改定

同時改定

改定

改定

  保健医療計画

  の中間見直し

 次期介護保険

 計画  の検討・作成

地域医療構想調整会議:地域医療構想の推進と検証
※2025年度以降の体制は国で検討中
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＜全県版＞　　　　　　　　　　　　　　　　
第１章　基本的事項 第９章 　医療安全対策の推進

第１節　計画策定の趣旨
第２節　基本理念 第１０章 　健康危機管理対策の推進
第３節　計画の位置付け 第１節　健康危機管理体制の整備
第４節　計画の期間 第２節　医薬品等安全対策の推進
第５節　2025年に向けた取組 　　１　医薬品等の品質確保と適正使用の推進
第６節　地域包括ケアシステムの構築 　　２　麻薬・覚醒剤等に対する薬物乱用防止対策

第３節　食品の安全衛生の推進
第２章　保健医療の現況 第４節　生活衛生対策の推進

第１節　人口
第２節　受療動向 第１１章 　保健・医療・福祉の総合的な取組の推進
第３節　医療資源 第１節　健康寿命の延伸

　　１　県民の生涯を通じた健康づくり
第３章　保健医療圏 （１）健康経営の推進による健康づくり

第１節　保健医療圏の設定の基本的考え方 （２）特定健康診査・特定保健指導等の促進
第２節　保健医療圏の設定 （３）食育による健康づくりの推進
　１　２次保健医療圏 （４）たばこ対策の推進
　２　３次保健医療圏 　　２　科学的知見に基づく健康施策の推進
第３節　基準病床数 第２節　高齢化に伴い増加する疾患等対策

第３節　高齢者保健福祉対策
第４章　地域医療構想 第４節　母子保健福祉対策

第１節　構想区域 第５節　障害者保健福祉対策
第２節　2025年の必要病床数、在宅医療等の必要量 第６節　保健施設の機能充実
第３節　実現に向けた方向性 　　１　保健所（健康福祉センター）
第４節　地域医療構想の推進体制 　　２　発達障害者支援センター

　　３　精神保健福祉センター
第５章　医療機関の機能分担と相互連携 　　４　静岡県総合健康センター

第１節　医療機関の機能分化と連携 　　５　環境衛生科学研究所
第２節　プライマリーケア 　　６　市町保健センター
第３節　地域医療支援病院の整備 第７節　地域医療に対する住民の理解促進
第４節　公的病院等の役割

１　公的病院等の役割 第１２章 　計画の推進方策と進行管理
２　公立病院改革への対応 第１節　計画の推進体制
３　県立病院 第２節　数値目標等の進行管理
（１）県立静岡がんセンター 第３節　主な数値目標等
（２）地方独立行政法人静岡県立病院機構

＜２次保健医療圏版＞
第１章 　第８次静岡県保健医療計画「２次保健医療圏版」について

　　１　「２次保健医療圏版」作成の趣旨
第６章 　疾病又は事業ごとの医療連携体制の構築 　　２　「２次保健医療圏版」を作成する単位

第１節　疾病又は事業及び在宅医療ごとの医療連携体制 　　３　「２次保健医療圏版」の記載内容
第２節　疾病 　　４　指標から見る各医療圏の状況

１　がん 第２章　２次保健医療圏における計画の推進
２　脳卒中 　　１　賀茂保健医療圏
３　心筋梗塞等の心血管疾患 　　２　熱海伊東保健医療圏
４　糖尿病 　　３　駿東田方保健医療圏
５　肝炎 　　４　富士保健医療圏
６　精神疾患 　　５　静岡保健医療圏

第３節　事業 　　６　志太榛原保健医療圏
１　救急医療 　　７　中東遠保健医療圏
２　災害時における医療 　　８　西部保健医療圏
３　へき地の医療
４　周産期医療
５　小児医療（小児救急医療を含む。）

第４節　在宅医療
１　在宅医療の提供体制
２　在宅医療のための基盤整備
（１）訪問診療の促進
（２）訪問看護の充実
（３）歯科訪問診療の促進
（４）かかりつけ薬局の促進
（５）介護サービスの充実

第７章 　各種疾病対策等
【中間見直し：新規】新型コロナウイルス感染症対策
【中間見直し：新規】新興・再興感染症対策
第１節　感染症対策
第２節　結核対策
第３節　エイズ対策
第４節　難病対策
第５節　認知症対策
【中間見直し：新規】地域リハビリテーション
第６節　アレルギー疾患対策
第７節　臓器移植対策
第８節　血液確保対策
第９節　治験の推進
第10節　歯科保健医療対策

第８章 　医療従事者の確保
第１節　医師
第２節　歯科医師
第３節　薬剤師
第４節　看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師）
第５節　その他の保健医療従事者
第６節　ふじのくに医療勤務環境改善支援センター
第７節　介護サービス従事者

現計画（第８次静岡県保健医療計画）　項目一覧

第５節　医療機能に関する情報提供の推進

第６節　病床機能報告制度
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次期保健医療計画策定に向け重点的に協議が必要なポイント（案）

１ 二次医療圏

ポイント：国基準等に基づいた見直しの検討

(1)定義

（二次医療圏）

・特殊な医療を除く入院医療に対応し、医療機関の機能連携に基づく医療サービス

と広域的専門的な保健サービスとの連携等により、県民に包括的な保健医療サ

ービスを提供する圏域

・主として病院の病床及び診療所の病床の整備を図る地域的単位として設定され、

療養病床及び一般病床の基準病床数を設定（医療法第 30 条の 4第２項第 17 号）

・設定にあたっては、受療動向、地理的条件、日常生活の需要の充足状況や交通状

況等の社会的条件等を考慮（医療法施行規則第 30 条の 30 第１項第１号）

(2)医療計画作成指針（厚生労働省 H29.3.31）における二次医療圏の見直し基準

以上の全てに当てはまる場合（以下「トリプル 20 基準」という）、入院に係る医

療を提供する一体の区域として成り立っていないと考えられるため、見直しの検討

が必要。

① 人口規模が２０万人未満

② 流入患者割合が２０％未満

③ 流出患者割合が２０％以上
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川根本町

焼津市

藤枝市

島田市

吉田町

牧之原市

御前崎市

菊川市

森町

掛川市

袋井市

磐田市

浜松市

湖西市

賀茂

熱海伊東

駿東田方

富士

静岡

志太榛原

中東遠

西部

賀茂

熱海伊東

駿東田方

富士

静岡

志太榛原

中東遠

西部

下田市

南伊豆町

松崎町

西伊豆町
東伊豆町

河津町

伊東市

伊豆市

伊豆の国市

熱海市

函南町

三島市

清水町

沼津市

長泉町

裾野市

小山町

富士市

御殿場市
富士宮市

静岡市
川根本町

焼津市

藤枝市

島田市

吉田町

牧之原市

御前崎市

菊川市

森町

掛川市

袋井市

磐田市

浜松市

湖西市

下田市

南伊豆町

松崎町

西伊豆町
東伊豆町

河津町

伊東市

伊豆市

伊豆の国市

熱海市

函南町

三島市

清水町

沼津市

長泉町

裾野市

小山町

富士市

御殿場市
富士宮市

静岡市
川根本町

焼津市

藤枝市

島田市

吉田町

牧之原市

御前崎市

菊川市

森町

掛川市

袋井市

磐田市

浜松市

湖西市

下田市

南伊豆町

松崎町

西伊豆町
東伊豆町

河津町

伊東市

伊豆市

伊豆の国市

熱海市

函南町

三島市

清水町

沼津市

長泉町

裾野市

小山町

富士市

御殿場市
富士宮市

静岡市
川根本町

焼津市

藤枝市

島田市

吉田町

牧之原市

御前崎市

菊川市

森町

掛川市

袋井市

磐田市

浜松市

湖西市

下田市

南伊豆町

松崎町

西伊豆町
東伊豆町

河津町

伊東市

伊豆市

伊豆の国市

熱海市

函南町

三島市

清水町

沼津市

長泉町

裾野市

小山町

富士市

御殿場市
富士宮市

静岡市
川根本町

焼津市

藤枝市

島田市

吉田町

牧之原市

御前崎市

菊川市

森町

掛川市

袋井市

磐田市

浜松市

湖西市

２次保健医療圏域図

賀茂

熱海伊東

駿東田方

富士

静岡

志太榛原

中東遠

西部

下田市

南伊豆町

松崎町

西伊豆町
東伊豆町

河津町

伊東市

伊豆市

伊豆の国市

熱海市
函南町

三島市

清水町

沼津市

長泉町

裾野市

小山町

富士市

御殿場市
富士宮市

静岡市

川根本町

焼津市

藤枝市

島田市

吉田町

牧之原市

御前崎市

菊川市

森町

掛川市

袋井市

磐田市

浜松市

湖西市

２次保健医療圏域図
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(3)本県の状況（現計画策定時）

・現計画策定時においては、トリプル 20 基準に該当する二次医療圏はなかった。

（参考）現計画策定時におけるトリプル 20 基準の該当状況

(4)今後の流れ

・今年 10 月７日に開催された厚生労働省の「第８次医療計画等に関する検討会」

において、次期計画においてもトリプル 20 基準を用いる方向でまとまった。た

だし、地理的条件などから現実的でない場合もあるとして、「都道府県が医療計

画を策定する際に、基準に該当する２次医療圏を見直さない場合は、その考え方

を明記することも、引き続き求めることで検討されている。

・トリプル 20 基準のうち「流入患者割合」と「流出患者割合」を把握するための

調査を、前回から前倒し令和４年度中に実施

・基準に該当するか調査した後、各圏域における地域医療協議会において検討

・各圏域の検討結果について、本計画策定部会で協議を行う。

前回 前回

賀茂 583.6 65,197 25.1% 26.0% 35.4% 37.5%
下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、
松崎町、西伊豆町

熱海伊東 185.9 104,827 29.3% 32.7% 38.1% 47.2% 熱海市、伊東市

駿東田方 1,276.9 654,623 23.5% 24.2% 11.6% 11.2%
沼津市、三島市、御殿場市、裾野市、伊豆市、
伊豆の国市、函南町、清水町、長泉町、小山町

富士 634.0 377,836 10.5% 12.5% 21.3% 24.1% 富士宮市、富士市

静岡 1,411.9 701,803 15.8% 16.1% 8.4% 8.8% 静岡市

志太榛原 1,209.4 460,970 5.3% 6.2% 18.4% 19.2%
島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、
吉田町、川根本町

中東遠 831.1 465,342 8.8% 8.3% 24.7% 27.3%
磐田市、掛川市、袋井市、御前崎市、
菊川市、森町

西部 1,644.6 856,347 14.2% 14.9% 9.7% 10.9% 浜松市、湖西市

合計 7,777.4 3,686,945 - - - - -

面積
（ ㎢ ）

人口
( 人 )

二次
医療圏

構成市町

　※網掛けは見直し基準に該当する項目（人口、流入患者割合、流出患者割合の３項目全てに該当すると、見直しの検討対象）
　　＜出典＞面積：国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」（平成28年11月1日現在）
 　　　　　  人口：静岡県経営管理部「静岡県年齢別人口推計」（平成28年10月1日現在）
　　　 　　  流出入患者割合：静岡県健康福祉部「在院患者調査」（平成29年５月31日。前回は平成26年５月28日）

　流出患者割合　流入患者割合
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２ ６疾病５事業

ポイント１：新興感染症対策の追加

・厚生労働省は、今般の新型コロナウイルスも感染拡大を受け、これまでの５事業

（救急医療、災害時における医療、へき地における医療、周産期医療、小児医療）

に、「新興感染症等の感染拡大時における医療」を追加し、６事業とする方針を

示している。

・現在、感染症法の改正案について国会で審議中であり、可決された場合、新興感

染症が拡大した際に迅速かつ柔軟に病床を確保できるよう、都道府県が地域の

中核医療機関と協定を締結することや、協定に違反した医療機関名を公表する

ことが可能となる。

・本県は、令和３年度に実施した第８次保健医療計画の中間見直しにおいて、国に

先駆けて「感染症対策」の項目を見直し、「新型コロナウイルス感染症対策」「新

興・再興感染症対策」盛り込んだ。

ポイント２：６疾病における肝炎の位置付け

・本県では、厚生労働省の作成指針で定める５疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の

心血管疾患、糖尿病、精神疾患）に、県独自で肝炎を加えた６疾病について、医

療連携体制の構築の取組を進めている。

・肝疾患については、肝炎ウイルス検査の受診率向上や抗ウイルス療法に対する医

療費助成の実施等により、死亡率等が減少しているため、肝炎の位置付けについ

て検討が必要となる。

（参考）肝炎の保健医療計画中間見直し後の進捗状況

項目 現状値 目標値 最新値 目標値の考え方 出典

肝疾患死亡率

（人口 10 万人当たり）

28.1

（2019 年）

27.0 以下

（2022 年）

26.9

（2020 年）

県の過去３年間の

減少率の維持

厚 生 労 働 省

「人口動態統

計」

ウイルス性肝炎の

死亡者数

83 人

(2019 年)

50 人以下

（2022 年）

51 人

（2020 年）
半減を目指す

厚 生 労 働 省

「人口動態統

計」

肝がん罹患率

（人口 10 万人当たり）

11.6

(2017 年)

12.0 以下

（2023 年）

10.9

（2018 年）

第３期静岡県肝炎

対策推進計画の目

標値を維持

静岡県地域が

ん登録報告書
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第９次静岡県保健医療計画の策定体制

＜各種専門家会議の実施＞
・6疾病5事業等、各専門分野を協議
 ○県がん対策推進協議会
 ○県循環器病対策推進協議会
 ○県救急・災害医療対策協議会
 ○感染症対策専門家会議 
 ○看護職員確保対策連絡協議会 等

医療計画
策定作業
部会

計画案
全体の協議

医療
審議会

計画案全体の
協議、承認

地域包括ケア推進
ネットワーク会議

○認知症施策推進部会
○地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ推進部会
○社会福祉施設等感染症対策推進部会

地域包括ケア推進
ネットワーク会議（８圏域）

<

ୢ
௜>

<

ૣ
ක>

<

ஂ
૧>

連携

連携

＜委員 11人＞
審議会委員及び専
門委員で構成

＜委員30人＞
医師、歯科医師、
薬剤師、受療者、
学識経験者で構成圏域計画案への意見・調整

分野別計画案
への意見・調整

分野別計画案への意見・調整

計画案
への意見
・調整

分野別
計画案
への意見
・調整

＜各圏域会議の実施＞
・圏域計画、地域医療構想等を協議

 

※【８圏域・区域】賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、
         静岡、志太榛原、中東遠、西部
※「駿東田方」区域の調整会議については、「駿東」、
 「三島田方」に分割して設置

地域医療構想調整会議（８区域・９会議）

地域医療協議会（８圏域・８会議）

医療
対策
協議会

区分
令和４年度  令和５年度

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

県
全
体

 医療審議会      
第3回
(3/27)

   

 

 
第１回

【骨子】
     

第２回
【素案】

   
第３回

【最終】

 保健医療計画
 策定作業部会

第１回
(12/1)

    第1回
    第２回  

【骨子】
    第３回  

【素案】
第４回

【最終】

 医療対策協議会
 ※地域医療構想、医療従  

事者確保を協議

       第１回  第２回 第３回

各
圏
域

 地域医療協議会        

 地域医療構想
 調整会議

   

 関連会議
（各専門家会議）

   

事
務
局

 本庁関係各課                                

 各保健所                                

策
定
指
針
の
提
示
（
厚
労
省
）

県民意向調査（委託）

次
期
医
療
計
画
（
骨
子
案
）

骨子案作成に向けて
適宜協議実施

素案作成に向けて
適宜協議実施

最終案作成に向けて
適宜協議実施

次
期
医
療
計
画
（
素
案
）

次
期
医
療
計
画
（
最
終
案
）

疾病・事業別の課題整理

対応方策検討 2次医療圏・構想区域

基準病床数
在院患者調査

圏域別計画の作成 圏域版（素案）作成

計画（素案）作成

圏域版（最終案）作成

計画（最終案）作成

パブコメ

関係団体
意見聴取

第９次静岡県保健医療計画の策定スケジュール（案）

・国指針の確認
・医療圏の設定　
・計画記載項目等

疾病・事業別の課題整理

対応方策検討
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静岡県保健医療計画策定における主な専門家会議

章 項目 関連会議名称 所管課

計画全体 医療審議会（医療計画策定作業部会） 医療政策課

第3章 保健医療圏 医療対策協議会、地域医療構想調整会議（各圏域）
医療政策課
各保健所

第4章 地域医療構想 医療対策協議会、地域医療構想調整会議（各圏域）
医療政策課
各保健所

第6章

６疾病
５事業
在宅

がん がん対策推進協議会 疾病対策課

脳卒中
循環器病対策推進協議会 疾病対策課

心筋梗塞等の心血管疾患

糖尿病 糖尿病等重症化予防対策検討会
疾病対策課
健康増進課

肝炎 肝炎医療対策推進委員会 感染症対策課

精神疾患（発達障害含む）
精神保健福祉審議会
発達障害者支援地域協議会

障害福祉課

救急医療
救急・災害医療対策協議会 地域医療課

災害時における医療

へき地の医療 へき地医療支援計画推進会議 地域医療課

周産期医療
周産期・小児医療協議会 地域医療課

小児医療（小児救急医療を含む）

在宅医療 シズケアサポートセンター企画委員会 地域包括ケア推進室

第7章

各種
疾病
対策

新型コロナウイルス
感染症対策

新型コロナウイルス感染症対策専門家
会議 新興感染症等対策検討部会

感染症対策課新興・再興感染症対策

その他感染症対策

結核対策 結核対策推進協議会 感染症対策課

エイズ対策 エイズ対策推進委員会 感染症対策課

認知症対策
地域包括ケア推進ネットワーク会議
（認知症施策推進部会）

福祉長寿政策課

地域リハビリテーション
地域包括ケア推進ネットワーク会議
（地域リハビリテーション推進部会）

地域包括ケア推進室

アレルギー疾患対策 アレルギー疾患医療連絡協議会 疾病対策課

歯科保健医療対策 ふじのくに健康増進計画推進協議会 健康増進課

第8章
医療
従事者
確保

医師 医療対策協議会（医師確保部会） 地域医療課

看護職員 看護職員確保対策連絡協議会 地域医療課

薬剤師 薬事審議会 薬事課

医療勤務環境改善支援センター センター運営協議会 地域医療課

第11章
保健・医療・

福祉の総合的

な取組

健康寿命の延伸
ふじのくに健康増進計画推進協議会 健康増進課

高齢化に伴い増加する疾患対策

高齢者保健福祉対策 長寿社会保健福祉計画推進・策定部会 福祉長寿政策課

２次医療圏版 地域医療協議会（各圏域） 各保健所
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「静岡県の地域医療」に関する県民調査

第９次静岡県保健医療計画の策定の参考資料とするため、

「静岡県の地域医療」に関する県民調査を実施するに当たり、

調査項目について、本部会に意見を伺う。

【参考：調査概要（案）】

対 象 者：選挙人名簿から無作為抽出（2,000 人）

調 査 方 法：郵送による調査

スケジュール：調査会社との契約（１２月中旬頃）

県民への調査実施（１月～２月上旬）

調査結果集計作業（２月中）

調査報告書完成（３月中）

第１回保健医療

計画策定作業部会

資料

３

議題

３
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調査開始
時期

性別（男・女・その他（　）・回答しない） 設問修正

年齢（２０歳代、３０歳代、４０歳代、５０歳代、６０歳代、７０歳以上） H10～

住まいの市町名 H10～

何人暮らしか H28～

1 問1 　自分が健康であると思うか H6～

2 補問1-1 　「1.そう思う」、「2.ややそう思う」その理由を１つ H6～

3 補問1-2 　「3.あまりそう思わない」、「4.そう思わない」その理由を１つ H6～

4 問2 　この１年間に、病気やけがで医療機関に通院したことがあるか H6～

5 補問2-1 　通院した医療機関までの片道の所要時間はどれくらいか H6～

6 問3 　この１年間に、病気やけがで医療機関に入院したことがあるか H6～

7 補問3-1 　入院した医療機関までの片道の所要時間はどれくらいか H6～

8 補問3-2 　お住まい及び入院した医療機関の所在地について（圏域で回答） H25～

9 補問3-3 　お住まいがある圏域と入院された圏域は異なるか、それとも同じか H25～

10 補問3-4 　お住まい以外の地域の医療機関に入院した主な理由（２つまで選択） H6～

11 問4 　軽い病気にかかったと思われる場合、どうするか（１つ選択） H10～

12 補問4-1 　軽い病気でも市立病院など大きな病院へ行く主な理由（２つまで選択） H6～

13 問5 　病気になった時、決まってみてもらう医師（かかりつけの医師）がいるか H6～

14 補問5-1 　かかりつけになっている主な理由（３つまで選択） H6～

15 問6 　医療機関を選ぶ時に、どのような情報を参考にするか　※「医療ネットしずおか」、「病床機能報告」解説 H28～

16 問７ 　この１年間に、休日や夜間などの時間帯に病気になったりしたことがあるか H6～

17 補問7-1 　その時、どのようにしたか（１つ選択）　 H6～

18 問8 　お住まいの地域では、特定の診療科が不足していると思うか H28～

19 補問8-1 　どの診療科が不足していると考えるか、あてはまるものをすべて H28～

20 問9 　あなたが知っている感染症（疾病名を聞いたことがある）を全てお選びください。 新規

21 問10
　新型コロナウイルス感染症以外の感染症について、県が実施している注意啓発のうちか
ら、あなたが新聞やテレビ等で見たことがあるもの（全て選択）

新規

22 問11 　あなたは、新型コロナウイルス感染症のワクチンを接種しましたか。 新規

23 補問11-１ 　あなたが新型コロナのワクチン接種をした理由は何ですか。（１つ選択） 新規

24 補問11-２ 　あなたが新型コロナのワクチン接種をしなかった理由は何ですか。（１つ選択） 新規

25 補問11-３ 　あなたが新型コロナのワクチン接種に希望することは何ですか。（３つまで選択） 新規

26 問12 　あなたが日頃実施している感染症対策について（３つまで選択） 新規

27 問13 　感染症対策として、静岡県が特に充実を図るべきだと思うもの（３つまで選択） 新規

令和４年度　静岡県の地域医療に関する調査　質問一覧（案）

調査項目

回答者属性確認

Ⅰ　あなたの健康状態について

Ⅱ　医療機関にかかった状況について

Ⅲ　診療時間外の発病やけがについて

Ⅳ　診療科の偏在について

Ⅴ　感染症について　
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調査開始
時期

調査項目

28 問14 　病気などで長期の療養を必要とする場合、どこで療養することを望むか H28～

29 補問14-1 　在宅で療養したいという希望は実現可能だと思うか H28～

30 補問14-2 　在宅で療養したいという希望を実現するための課題だと思うものについて主なもの（３つまで選択） H28～

31 問15 　在宅医療を充実させることが必要だと思うか H28～

32 補問15-1 　必要だと思う場合、どのような体制の整備が重要だと思うか主なもの（３つまで選択） H28～

33 問16 　あなたは「アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）」を知っていますか（「ＡＣＰ」解説） 設問修正

34 問17 　医師に治る見込みがないと診断された場合に備えて、受けたい医療等について家族等とどのくらい話し合ったことがあるか H28～

35 問18 　長期の療養などにより人生の最終段階となった場合、どこで最期の時を迎えることを望むか H28～

36 問19 　医療事故や治療に関する不安等について相談したことがあるか H20～

37 問20 　医療事故や治療に関する不安等の相談をする場合、どこへ相談するか H15～

38 問21 　健康増進、病気の予防のために行っていること（あてはまるもの全て） H28～

39 問22 　特定健康診査を受診していますか 新規

40 補問22-1 　特定健康診査を受診しない理由は何ですか（１つ選択） 新規

41 問23 　年に１回以上、歯石除去や定期的な歯科検診を受けているか H28～

42 問24 　訪問診療を行う歯科診療所がどこか知っているか H28～

43 問25 　普段、どのようなときに薬局を利用していますか。（複数回答可） 新規

44 問26 　医師から「処方せん」を受け取った時、調剤してもらう薬局はどこか（１つ選択） H10～

45 補問26-1 　いつも同じ薬局（かかりつけの薬局）を選んだ理由（３つまで選択） H20～

46 問27 　ジェネリック医薬品を利用したことがあるか 設問修正

47 補問27-1 　ジェネリック医薬品を利用しない理由（１つ選択） 設問修正

48 問28 　ご自身またはご家族の医療費の負担についてどのように感じているか H28～

49 問29 　あなたが思う医療サービスと医療のあり方について最も近いものを１つ H28～

50 問30 　増加する医療費の伸びを抑える方法としてどのような方法が適当とお考えか（２つまで選択） H28～

51 問31 　地域医療構想を知っているか H28～

52 問32 　複数の医療機関が「役割分担して治療する」という考えについて、どう思うか（１つ選択） H28～

53 問33 　自分が住んでいる地域の医療機関（病院・診療所）の整備状況についてどう思うか（１つ選択） H28～

54 問34 　今後、特に整備充実を図るべきだと思う医療体制（３つまで選択）　 H25～

55 自由記載欄

Ⅵ　在宅医療について

Ⅶ　人生の最終段階における医療（終末期医療）について

Ⅷ　医療の安全対策の推進について

Ⅸ　特定健診・保健指導について

Ⅹ　歯科・口腔ケアについて

ⅩⅠ　薬局・薬について

ⅩⅡ　医療費について

ⅩⅢ　今後の地域医療体制について

【問35：自由記載欄】地域医療に関するご意見を何でも
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静岡県の地域医療に関する調査（案）

静岡県 健康福祉部 医療政策課

ご記入が終わりましたら、同封の返信用封筒に入れ、●月●日（●）までに、切

手を貼らずにご投函ください。

調査についての問い合わせ先

静岡県健康福祉部医療政策課 電 話：０５４－２２１－２２８４

ファックス：０５４－２５１－７１８８

Ｅ－ｍａｉｌ：iryoseisaku@pref.shizuoka.lg.jp

平素より、静岡県の健康福祉行政にご理解、ご協力いただき誠にあり

がとうございます。

さて、県ではこの度、県民の皆様2,000人を対象として「地域医療に

関する調査」を実施することといたしました。この調査は、県民の皆様

の地域医療に関する実態や考えを把握し行政施策の参考とするために実

施するものです。

なお、調査をお願いする2,000人の方は、各市区町の選挙人名簿より、

無作為に抽出いたしました。
む さ く い

つきましては、お忙しいところ誠に恐縮ですが、本調査の趣旨を

ご理解いただき、ご協力くださいますよう、お願い申し上げます。

ご協力のお願い
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2

(1) この調査はあなた（宛名の方）ご自身についてご記入ください。

宛名の方が、長期間ご不在などで回答できない場合は、回答や返送は不要です。

(2) お答えは、設問ごとに用意したものの中から、あなたのお考えに当てはまる番号に○

印をつけてください。「その他」に当てはまる場合は、（ ）内にその内容を具体的に

ご記入ください。

(3) 「２つ」とか「３つまで」など、回答数を指定している設問については、その範囲内

でお答えください。また、特に指定のないものは１つだけお答えください。

(4) 設問の中には、一部の方のみにお答えいただくものもありますが、その場合は矢印な

どで示していますので、指示に従ってお答えください。

(5) ご記入は、黒又は青のボールペンでお願いします。

(6) ご記入が終わりましたら、同封の返信用封筒に入れ、●月●日（●）までに、

切手を貼らずにご投函ください。

あなた自身のことについて

Ｆ１ あなたの性別

Ｆ２ あなたの年齢

Ｆ３ あなたのお住まいの市町名

1. 男性 2. 女性 3. その他（ ） 4. 回答しない

1. 20歳代 2. 30歳代 3. 40歳代

4. 50歳代 5. 60歳代 6. 70歳以上

市・町

ご記入にあたってのお願い
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Ｆ４ あなたは何人暮らしですか。あなたを含めた人数を教えてください。

Ⅰ あなたの健康状態について

問1 あなたは、自分が健康であると思いますか。

（問1 で 「1. そう思う」、「2. ややそう思う」と答えた方にお伺いします。）

補問1-1 その理由を次の中から１つお選びください。

（問1で 「3. あまりそう思わない」、「4. そう思わない」と答えた方にお伺いします。）

補問1-2 その理由を次の中から１つお選びください。

Ⅱ あなたが医療機関にかかった状況について

問2 あなたは、この１年間に、病気やけがで医療機関に通院した
．．．．

ことがありますか。

（問2 で 「1. ある」と答えた方にお伺いします。）

補問2-1 あなたが通院した
．．．．

医療機関までの片道の所要時間はどれくらいですか。次の中か

ら１つお選びください（複数ある場合は、最も遠いところでお答えください。）。

1. そう思う

2. ややそう思う

3. あまりそう思わない

4. そう思わない

1. 病気や健康についての悩み、身体の不自由などがない

2. 病気や健康についての悩み、身体の不自由などがあっても、日常生活

に影響がない

3. その他（ ）

1. 病気というほどではないが、なんとなく調子が悪い

2. 病気や悩み、身体の不自由などがあるが、日常生活に支障はない

3. 病気や悩み、身体の不自由などがあり、日常生活に支障がある

4. その他（ ）

1. ある 2. ない 次ページの問3へ

1. 30分未満 2. 30分以上1時間未満 3. 1時間以上

人

補問1－2 へ
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問3 あなたは、この１年間に、病気やけがで医療機関に入院した
．．．．

ことがありますか。

（問3 で 「1. ある」と答えた方にお伺いします。）

補問3-1 あなたが入院した
．．．．

医療機関までの片道の所要時間はどれくらいですか。次の中か

ら１つお選びください（複数ある場合は、最も遠いところでお答えください。）。

（問3 で 「1. ある」と答えた方にお伺いします。）

補問3-2 あなたのお住まい及び入院した
．．．．

医療機関の所在地についてお伺いします。

下の表の１～８までの圏域番号でお答えください。

（問3 で 「1. ある」と答えた方にお伺いします。）

補問3-3 補問3－2の（ア）と（イ）の番号は異なりますか、それとも同じですか。

1. ある 2. ない 次ページの問4へ

1. 30分未満 2. 30分以上1時間未満 3. 1時間以上

（ア）あなたのお住まいがある圏域

（イ）あなたが入院した
．．．．

医療機関のある圏域

圏域番号 ２次保健医療圏 構成市町名

１ 賀 茂
下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、

松崎町、西伊豆町

２ 熱海伊東 熱海市、伊東市

３ 駿東田方

沼津市、三島市、御殿場市、裾野市、伊豆市、

伊豆の国市、函南町、清水町、長泉町、

小山町

４ 富 士 富士市、富士宮市

５ 静 岡 静岡市

６ 志太榛原
島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、吉田町、

川根本町

７ 中 東 遠
磐田市、掛川市、袋井市、御前崎市、

菊川市、森町

８ 西 部 浜松市、湖西市

1. 異なる 2. 同じ 次のページの問4へ

注） ２次保健医療圏域････入院医療の提供体制を確保するための一体の区域

次のページの補問3－4へ
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（補問3-3で 「1. 異なる」と答えた方にお伺いします。）

補問3-4 お住まい以外の地域の医療機関に入院した主な理由を２つまでお選びください。

問4 あなたが軽い病気にかかったと思われる場合、どうしますか。次の中から１つお選びく

ださい。

（問4で 「1. ○○市立病院など大きな病院に行く」と答えた方にお伺いします。）

補問4-1 あなたが軽い病気でも○○市立病院など大きな病院へ行く主な理由を２つまでお

選びください。

問5 あなたは病気になった時、決まってみてもらう医師（かかりつけの医師）がいますか。

1. 距離が近い又は交通の利便性が良いから

2. 住んでいる地域の医療機関にベッドの空きがなく入院できなかったから

3. 住んでいる地域の医療機関では治療ができなかったから

4. 最初にかかった医療機関から紹介されたから

5. 評判が良いから

6. 医療の施設や設備が整っているから

7. その他（ ）

1. ○○市立病院など大きな病院に行く

2. △△医院や□□クリニックなど診療所に行く

3. 医療機関には行かない

1. 距離や交通の便の関係で通院しやすいから

2. 診療科目が多く、高度な設備が整っているから

3. 専門の医師がいるから

4. かかりつけの病院であるから

5. 適当な診療所（△△医院や□□クリニックなど）がないから

6. なんとなく安心だから

7. その他（ ）

1. いる 2.いない

問5へ

次のページの問6へ
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（問5で「1．いる」と答えた方にお伺いします。）

補問5-1 かかりつけになっている主な理由を３つまでお選びください。

注）訪問診療…慢性疾患などで医師が定期的に自宅を訪問して診療すること

注）往診…急に具合が悪くなり、受診できない場合に、医師が求めに応じて自宅を訪問して

診療すること

問6 医療機関を選ぶ時に、どのような情報を参考にしますか。あてはまるものをすべてお選

びください。

注）医療ネットしずおか…静岡県内の病院・診療所・歯科診療所・助産師・薬局に関する情報を、

インターネットを通じて提供するシステムです。

注）病床機能報告…医療機関（病院・有床診療所）が、その有する病床について、担っている病

床の機能、構造設備、人員配置、具体的な医療の内容等に関する項目を報告し

ます。報告されたデータは、県ホームページで公表しています。

Ⅲ 診療時間外の発病やけがについて

問7 あなたは、この１年間に、休日や夜間などの医療機関が診療していない時間帯に病気に

なったり、ケガをしたりしたことがありますか。

1. 昔からみてもらっているから

2. 訪問診療してくれるから

3. 往診してくれるから

4. 必要な時は、専門医や専門病院に紹介してくれるから

5. 幅広い病気をみてくれるから

6. 健康相談や健診（検診）をしてくれるから

7. 専門的な技術を持ち、医療機器（レントゲンや検査機器など）を整備し

ているから

8. 夜間や休日でもみてくれるから

9. 病気の状態や治療法を十分に説明してくれるから

10. よく患者の話を聞いてくれるから

11. 家から近いから

12. 介護の相談にのってくれるから

13. その他（ ）

1. 家族、友人、知人からの意見を聞く

2. 新聞、雑誌、本などの情報を調べる

3. インターネットの情報を調べる

4. 「医療ネットしずおか」で調べる

5. 「病床機能報告」で調べる

6. その他（ ）

1. ある 2. ない 次のページの問8へ
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（問7で「1.ある」と答えた方にお伺いします。）

補問7-1 あなたは、その時どのようにしましたか。あてはまるものを１つお選びください。

Ⅳ 診療科の偏在について

問8 あなたのお住まいの地域では、特定の診療科（小児科、産科、婦人科、循環器科、脳神

経外科など）が不足していると思いますか。

（問8で「1. そう思う」と答えた方にお伺いします。）

補問8-1 あなたは、あなたのお住まいの地域ではどの診療科が不足しているとお考えです

か。次の中から、あてはまるものをすべてお選びください。

1. かかりつけの医師にみてもらった

2. かかりつけではないが、家の近所の医師にみてもらった

3. 自分の判断で、みてくれそうな診療所又は病院を探して行った

4. 新聞、広報等で調べて休日夜間急患センター、休日夜間当番医、救急病

院等に行った

5. 「医療ネットしずおか」で調べて、休日夜間急患センター、休日夜間当

番医、救急病院等に行った

6. 健康・医療に関する各種電話相談サービスを利用した

7. 救急車を呼んだ

8. 市販薬を飲んだり応急処置をしたりして、自宅で様子をみた

9. その他（ ）

1. そう思う

2. わからない

3. そう思わない

1. 小児科

2. 産科（出産可能）

3. 婦人科

4. 循環器科

5. 脳神経外科

6. その他（ ）

次ページの問9へ
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Ⅴ 感染症について

問9 あなたが知っている感染症（疾病名を聞いたことがある）を全てお選びください。

（一類感染症）７疾病

（二類感染症）５疾病

（三類感染症）全５疾病

（四類感染症）全44疾病の一部

（五類感染症）全48疾病の一部

（新型インフルエンザ等感染症）４疾病

1. エボラ出血熱

2. クリミア・コンゴ出血熱

3. 痘そう

4. 南米出血熱

5. ペスト

6. マーツブルグ病

7. ラッサ熱

8. 急性肺白髄炎

9. 結核

10. ジフテリア

11. 重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）

12. 中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）

13. コレラ

14. 細菌性赤痢

15. 腸管出血性大腸菌感染症

16. 腸チフス

17. パラチフス

18. サル痘

19. 重症熱性血小板減少症候群（SFTS）

20. デング熱

21. 日本紅斑熱

22. 日本脳炎

23. レジオネラ症

24. レプトスピラ症

25. 梅毒

26. バンコマイシン耐性腸球菌感染症

27. 風しん・麻しん

28. RSウイルス感染症

29. 感染性胃腸炎

30. 水痘

31. 手足口病

32. 季節性インフルエンザ

33. 新型インフルエンザ

34. 再興型インフルエンザ

35. 新型コロナウイルス感染症

36. 再興型コロナウイルス感染症
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問10 県では、新型コロナウイルス感染症以外の感染症についても、注意啓発をしています。

次のうちから、あなたが新聞やテレビ等で見たことがあるものを全てお選びください。

問11 あなたは、新型コロナウイルス感染症のワクチンを接種しましたか。

（問11で「1.接種した」と答えた方にお伺いします。）

補問11-1 あなたが新型コロナのワクチン接種をした理由は何ですか。最もあてはまるも

のを１つお選びください。

（問11で「2.接種していない」と答えた方にお伺いします。）

補問11-2 あなたが新型コロナのワクチン接種をしなかった理由は何ですか。最もあては

まるものを１つお選びください。

（問11で「2.接種していない」と答えた方にお伺いします。）

補問11-3 あなたが新型コロナのワクチン接種に希望することは何ですか。あてはまるも

のを３つまでお選びください。

1. マダニ等が媒介する感染症「重症熱性血小板減少症候群」の注意喚起

2. マダニ等が媒介する感染症「日本紅斑熱」の注意喚起

3. 麻しん（はしか）患者の発生

4. 海外渡航する際の、感染症の注意喚起

5. 「手足口病」が流行（３年ぶりの警報レベル）

6. 令和４年度 感染症媒介蚊の定点モニタリングの結果

1.接種した 2.接種していない 補問11-2、補問11-3へ

1. 自分自身の感染予防、重症化予防のため

2. 家族等大切な人の感染予防、重症化予防のため

3. 社会全体の感染予防、重症化予防のため

4. その他（ ）

1. 副反応（発熱や頭痛等）が心配なため

2. アレルギー体質等で接種ができないため

3. 感染を予防する効果や重症化を予防する効果等が少ないと思うため

4. その他（ ）

1. 希望する時期や場所で接種できること

2. 希望する種類のワクチンを接種できること

3. ワクチン接種の効果（有効性）の正確な情報

4. ワクチン接種による副反応の正確な情報

5. ワクチン接種前後における相談窓口の充実

6. ワクチン接種前後における副反応相談窓口の充実

7. 副反応（疑いを含む）に対する専門的医療機関の体制整備

8. 接種回数が少ないこと

9. ワクチン接種券が速やかに手元に届くこと

10. 希望することはない

11. その他（ ）
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問12 あなたが日頃実施している感染症対策について、主なものを３つまでお選びください。

問13 感染症対策として、静岡県が特に充実を図るべきだと思うものを３つまでお選びください。

Ⅵ 在宅医療について

問14 あなたは、病気などで長期の療養を必要とする場合、どこで療養する
．．．．

ことを望みますか。

（問14で「1.自宅」と答えた方にお伺いします。）

補問14-1 あなたは、在宅で療養したいという希望は実現可能だと思いますか。

1. 状況に応じたマスクの着脱

2. 手洗い・アルコール消毒

3. うがい

4. 定期的な室内の換気

5. ３密を伴う会合等の回避

6. 体調不良時の外出自粛

7. 定期的な体温測定などの健康管理

8. その他（ ）

1. 感染症患者が入院するための病床の確保

2. 医療従事者の確保・育成

3. 発熱患者を診療することができる医療機関の確保

4. 治療薬の確保

5. ワクチンの確保

6. 検査体制の確保

7. 感染症にかかっていて体調悪化時の相談窓口の確保

8. 現在流行中の感染症に関する情報提供

9. 現在流行中の感染症にかかっているか相談できる窓口の設置

10. その他（ ）

1. 実現するには課題がある 2. 実現可能だと思う

1. 自宅（子どもや兄弟姉妹などの親族の居宅を含む）

2. 病院

3. ホスピス等の緩和ケア施設

4. 介護老人保健施設

5. 特別養護老人ホーム

6. 認知症高齢者グループホーム

7. 特定施設（介護付き有料老人ホームやケアハウス、サービス付き高齢者向け

住宅等）

8. その他（ ）

次ページの問15へ
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（問14-1で「1.実現するには課題がある」と答えた方にお伺いします。）

補問14-2 あなたが「課題」だと思うものについて、主なものを３つまでお選びください。

問15 あなたは、在宅医療を充実することが必要だと思いますか。

（問15で「1.必要だと思う」と答えた方にお伺いします。）

補問15-1 どのような体制の整備が重要だと思いますか。主なものを３つまでお選びくださ

い。

1. 必要だと思う

2. 必要とは思わない

3. 分からない

1. 定期的に訪問診療・訪問看護が受けられる体制

2. 24時間いつでも診てもらえる体制

3. 薬剤師による訪問調剤・服薬指導

4. 退院時や訪問によるリハビリテーションの指導

5. 医療提供者と介護事業者等との連携体制

6. 自宅で療養している人を日中又は数日間施設で預かるサービス

7. ヘルパーによる入浴、食事、清掃等の日常生活の援助

8. 自宅に食事を配達するサービス

9. 通院等のための外出支援

10. 車いす等の福祉用具を貸し出すサービス

11. 自宅で療養している人に関する相談、助言のサービス

12. 療養している人の家族などを対象とした介護のための講習

13. その他（ ）

1. 家族等に負担をかけたくない

2. 世話をしてくれる家族等がいない

3. 急に病状が変わったときの対応が不安

4. 経済的な負担が大きい

5. 療養できる住宅環境が整っていない

6. 往診・訪問診療をしてくれる医師がいない

7. 医師や看護師の訪問が精神的負担になる

8. 訪問看護や介護の体制が不十分

9. その他（ ）

次ページの問16へ
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Ⅶ 人生の最終段階における医療（終末期医療）について

問16 あなたは、「アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）」を知っていますか。

※アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）とは、「将来の意思決定能力の低下の備え、本人と家

族、医療・介護従事者が一緒になって、本人の終末期を含めた今後の医療や介護の方針について話

し合い、共有する機会を持つことです。

問17 あなたは、医師から治る見込みがないと診断された場合に備え、受けたい医療（人生の

最終段階における医療（終末期医療））について、家族等と話し合ったことがあります

か。また、書面に残していますか。

問18 あなたは、長期の療養などにより人生の最終段階となった場合、どこで最期の時を迎え
．．．．．．．

る
．
ことを望みますか。

Ⅷ 医療の安全対策の推進について

問19 あなたは、医療事故や治療に関する不安等について相談したことがありますか。

1. 意味も含めて知っている

2. 意味は知らないが聞いたことはある

3. 知らない

4. 別の表現であれば聞いたことがある（リビングウィル、人生会議など）

1. 家族や医療・介護従事者等と話し合っており、書面にも残している

2. 書面は残していないが、家族等と話し合ったことはある

3．家族等と話し合ったことはないが、書面には残している

4. 家族等と話し合ったことはなく、書面にも残していない

1. ある 2. ない

1. 自宅（子どもや兄弟姉妹などの親族の居宅を含む）

2. 病院

3. ホスピス等の緩和ケア施設

4. 介護老人保健施設

5. 特別養護老人ホーム

6. 認知症高齢者グループホーム

7. 特定施設（介護付き有料老人ホームやケアハウス、サービス付き高齢者向け住宅）

8. その他（ ）
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問20 あなたが、医療事故や治療に関する不安等の相談をする場合、どこへ相談しますか。次

の中からすべてお選びください。

Ⅸ 特定検診・特定保健指導について

問21 あなたは、健康増進や病気の予防のために行っていることはありますか。あてはまるも

のをすべてお選びください。

問22 あなたは、特定健康診査を受診していますか。

注）特定健康診査…平成20年４月から始まった40～74歳までが対象のメタボリックシンドロー

ムに着目した、生活習慣病予防のための健診です。

（問22で「2.受診していない」と答えた方にお伺いします。）

補問22-1 あなたが特定健康診査を受診していない理由について、あてはまるものを1つお

選びください。

1. かかりつけの医療機関

2. かかりつけ以外の医療機関

3. 市役所・町役場

4. 保健所

5. 県の医療安全相談窓口（県庁内）

6. 相談するところがわからない

7. その他（ ）

1. 過労に注意し、睡眠、休養を十分とるよう心がけている

2. 食事・栄養に気を配っている

3. 酒を控えている

4. たばこを控えている

5. 定期的に健康診断を受けている

6. 運動をするようにしている

7. 新聞・テレビ・雑誌などで健康の情報・知識を増やすようにしている

8. 特に何も行っていない

9. その他（ ）

1. 受診している → 次ページ問24へ 2. 受診していない

1. 定期的に通院中

2. 時間がない

3. 病気が見つかるのが怖い

4. 健康に関心がない

5. 費用がかかる

6. 必要性を感じない

7. 対象外

8. その他（ ）
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Ⅹ 歯科・口腔ケアについて

問23 あなたは、年に１回以上、歯垢除去や定期的な歯科健診を受けていますか。

問24 あなたは、訪問診療を行う歯科診療所がどこか知っていますか。

ⅩⅠ 薬局・薬について

問25 普段、どのようなときに薬局を利用していますか。あてはまるものをすべてお選びくだ

さい。

問26 あなたは、医師から「処方せん」を受け取った時、調剤してもらう薬局はどこですか。

次のうちからあてはまるものを１つお選びください。

1. 受診している 2.受診していない

1.知っている 2.知らない

1. 医師の診療を受け、処方された薬をもらいたいとき

2. 処方された薬について相談をしたいとき

3. 一般用医薬品（市販のかぜ薬、胃腸薬など）を購入したいとき

4. 一般用医薬品について相談をしたいとき

5. 健康上の相談をしたいとき

6. 在宅医療、介護の相談をしたいとき

7. その他（ ）

1. いつも同じ薬局（かかりつけの薬局）

2. かかった診療所や病院ごとに、その近くの薬局

3. その他（ ）

次ページの

問28へ
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（問26で「1.いつも同じ薬局（かかりつけの薬局）」と答えた方にお伺いします。）

補問26-1 いつも同じ薬局（かかりつけの薬局）を選んだ理由は何ですか。次のうちからあ

てはまるものを３つまでお選びください。

問27 あなたは、ジェネリック医薬品（後発医薬品）を利用したことがありますか。

注）ジェネリック医薬品（後発医薬品）…先発医薬品（新薬）の特許が切れた後に発売される医薬品で、先

発医薬品と同等であることを厚生労働省が認めたもので、先発医薬品に比べて価格は安くなっています。

（問27で「2.利用していない」と答えた方にお伺いします。）

補問27-1 あたたがジェネリック医薬品（後発医薬品）を利用しない理由はなんですか。あ

てはまるものを１つお選びください。

1. 家の近くだから

2. 勤務地の近くだから

3. 受診している病院・診療所の近くだから

4. 待ち時間が短いから

5. 信頼できる薬剤師がいるから

6. 今までの薬のことをわかってくれているから

7. 複数の医療機関を受診した場合に、薬の重複や相互作用をチェックしても

らえるから

8. 在宅での対応をしてもらえるから

9. 電話での相談にいつでも対応してもらえるから

10. 医療機関・医師との連携が取れているから

11. 薬だけでなく健康に関する相談等にのってもらえるから

12. 医療機関の紹介をしてもらえるから

13. 介護の相談ができ、地域包括支援センターや介護支援施設等を紹介しても

らえるから

14. その他（ ）

1.利用している

2.よくわからない

3.利用していない

1. ジェネリック医薬品の効き目（効果）や副作用に不安があるから

2. 先発医薬品とあまり価格差がないから

3. 医師がすすめないから

4. 薬剤師がすすめないから

5. 家族や知人がすすめないから

6. その他（ ）

次ページの

問29へ
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ⅩⅡ 医療費について

平成26年度の国民一人当たり医療費は32万1,100円で、この医療費は保険料や税金、

患者負担等のかたちで国民が負担しています。

問28 あなたは、ご自身またはご家族の医療費の負担について、どのように感じていますか。

問29 今後、急速に進む少子高齢化により医療費が増加することが見込まれます。そのような

状況の中で、あなたが思う医療サービスと費用負担のあり方について最も近いものを１

つお選びください。

問30 あなたは、増加する医療費の伸びを抑える方法として、どのような方法が適当とお考え

ですか。主なものを２つお選びください。

1. 負担に感じている 2. 負担は感じていない

1. 「かかりつけ医」を持つことを推奨する

2. 「かかりつけ薬剤師」、「かかりつけ薬局」を持つことを推奨する

3. ジェネリック医薬品（後発医薬品）を使うことを推奨する

4. 健康診断やがん検診の受診を推奨する

5. 食生活や運動等生活習慣を改善するための機会を提供する

6. 国保財政の厳しさや、医療費増が保険料増に直結することを伝える

7. その他（ ）

1. 現行の医療サービスの水準を据え置いたままで、負担増はやむを得ない

2. 医療サービスの水準をさらに引き上げて、それに伴う負担増は生じてもよい

3. 医療サービスの水準を今よりも低下させて、最低限の負担増がよい

4. その他（ ）
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ⅩⅢ 今後の地域医療体制について

問31 団塊の世代が後期高齢者となる2025年には、3人に1人が65歳以上、5人に1人が

75歳以上となり、医療や介護を必要とする人がますます増加します。

こうした中、医療や介護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心

して生活できる環境を整備していくことは喫緊の課題です。

このため、静岡県では、それぞれの地域にふさわしいバランスの取れた医療提供体制

を確保するため、平成28年３月、地域医療構想を策定しました。

あなたは、「地域医療構想」を知っていますか。あてはまるものを１つお選びくださ

い。

問32 「病気やけがについて、複数の医療機関が、それぞれの医療機関の機能に応じて役割分

担して治療する」という考えについて、どのように思いますか。あてはまるものを１つ

お選びください。

問33 あなたは、自分が住んでいる地域の医療機関（病院・診療所）の整備状況についてどの

ように思っていますか。お考えに最も近いものを１つお選びください。

1.聞いたことがあり、内容も知っている

2.聞いたことはあるが、内容は知らない

3.知らなかった

1. 賛成

2. どちらかと言えば賛成

3. どちらとも言えない

4. どちらかと言えば反対

5. 反対

1. 満足している

2. ある程度満足している

3. やや不満である

4. 不満である
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問34 今後、あなたが特に整備充実を図るべきだと思う医療体制を３つまでお選びください。

問35 地域医療に関するご意見を何でもご自由にお書きください。

ご協力ありがとうございました

1. 診療科目の多い医療機関（○○市立病院など）

2. こどもから高齢者まで幅広い病気に対応できる かかりつけの医師

3. 自宅で安心して療養できるように介護サービスと連携して訪問診療や往診等を

してくれる医療機関

4. 夜間や休日でも診療が可能な救急医療機関

5. 大規模災害時に重症患者の治療が可能な医療機関

6. 出産できる医療機関

7. こどものための医療機関

8. 高齢者のための医療機関

9. 認知症の専門的な治療を行う医療機関

10.がん、脳卒中、心臓病などの専門的な治療を行う医療機関

11.難病の専門的な治療を行う医療機関

12.手術後のリハビリテーションなど、自宅復帰を目指す医療を行う医療機関

13.心の病気や精神疾患を専門的に治療する医療機関

14.健診（検診）のための医療機関

15.その他（ ）
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今回調査
への採用

調査開始
時期

性別（男・女・その他（　　　）・回答しない） 選択肢追加 H10～

年齢（２０歳代、３０歳代、４０歳代、５０歳代、６０歳代、７０歳以上） ○ H10～

住まいの市町名 ○ H10～

何人暮らしか ○ H28～

1 問1 　自分が健康であると思うか ○ H6～

2 補問1-1 　「1.そう思う」、「2.ややそう思う」その理由を１つ ○ H6～

3 補問1-2 　「3.あまりそう思わない」、「4.そう思わない」その理由を１つ ○ H6～

4 問2 　この１年間に、病気やけがで医療機関に通院したことがあるか ○ H6～

5 補問2-1 　通院した医療機関までの片道の所要時間はどれくらいか ○ H6～

6 問3 　この１年間に、病気やけがで医療機関に入院したことがあるか ○ H6～

7 補問3-1 　入院した医療機関までの片道の所要時間はどれくらいか ○ H6～

8 補問3-2 　お住まい及び入院した医療機関の所在地について（圏域で回答） ○ H25～

9 補問3-3 　お住まいがある圏域と入院された圏域は異なるか、それとも同じか ○ H25～

10 補問3-4 　お住まい以外の地域の医療機関に入院した主な理由（２つまで選択） ○ H6～

11 問4 　軽い病気にかかったと思われる場合、どうするか（１つ選択） ○ H10～

12 補問4-1 　軽い病気でも市立病院など大きな病院へ行く主な理由（２つまで選択） ○ H6～

13 問5 　病気になった時、決まってみてもらう医師（かかりつけの医師）がいるか ○ H6～

14 補問5-1 　かかりつけになっている主な理由（３つまで選択） ○ H6～

15 問6 　医療機関を選ぶ時に、どのような情報を参考にするか　※「医療ネットしずおか」、「病床機能報告」解説 ○ H28～

16 問７ 　この１年間に、休日や夜間などの時間帯に病気になったりしたことがあるか ○ H6～

17 補問7-1 　その時、どのようにしたか（１つ選択）　 ○ H6～

18 問8 　お住まいの地域では、特定の診療科が不足していると思うか ○ H28～

19 補問8-1 　どの診療科が不足しているとお考えかあてはまるものをすべて ○ H28～

20  問9  　毎年９月が「地域医療を考える月間」であることを知っているか
【削除】
全体調査数整理

H25～

21 問10 　病気などで長期の療養を必要とする場合、どこで療養することを望むか　 ○ H28～

22 補問10-1 　在宅で療養したいという希望は実現可能だと思うか ○ H28～

23 補問10-2 　在宅で療養したいという希望を実現するための課題だと思うものについて主なもの（３つまで選択） ○ H28～

24 問11 　在宅医療を充実させることが必要だと思うか ○ H28～

25 補問11-1 　必要だと思う場合、どのような体制の整備が重要だと思うか主なもの（３つまで選択） ○ H28～

26 問12 　医師に治る見込みがないと診断された場合に備えて、受けたい医療等について家族等とどのくらい話し合ったことがあるか ○ H28～

27 問13 　「リビングウィル」についてどのように考えるか（「リビングウィル」解説） 設問をACPに修正 H28～

28 問14 　長期の療養などにより人生の最終段階となった場合、どこで最期の時を迎えることを望むか ○ H28～

令和４年度　静岡県の地域医療に関する調査　質問一覧　※前回調査（H28）からの変更状況

H28調査時（33問）＋ 新規追加（７問）－ 削除（５問）＝今回調査（35問）

調査項目　※H28調査項目（第８次医療計画策定時）

回答者属性確認

Ⅰ　あなたの健康状態について

Ⅱ　医療機関にかかった状況について

Ⅲ　診療時間外の発病やけがについて

Ⅳ　診療科の偏在について

Ⅴ　地域医療を守る取組について

Ⅵ　在宅医療について

Ⅶ　人生の最終段階における医療（終末期医療）について

第１回保健医療

計画策定作業部会
参考資料２
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今回調査
への採用

調査開始
時期

調査項目　※H28調査項目（第８次医療計画策定時）

29 問15 　医療事故や治療に関する不安等について相談したことがあるか ○ H20～

30 問16 　医療事故や治療に関する不安等の相談をする場合、どこへ相談するか ○ H15～

31 問17 　健康増進、病気の予防のために行っていること（あてはまるもの全て） ○ H28～

32  問18  　特定健康診査・特定保健指導について知っているか H28～

33  問19  　特定健康診査を毎年受けているか H28～

34  問20  　特定保健指導を受けたことがあるか H28～

追加 　特定健康診査を受診していますか H28～

追加 　特定健康診査を受診しない理由は何ですか（１つ選択） H28～

35 問21 　年に１回以上、歯石除去や定期的な歯科検診を受けているか ○ H28～

36 問22 　訪問診療を行う歯科診療所がどこか知っているか ○ H28～

追加 　普段、どのようなときに薬局を利用していますか。（複数回答可）
【新規】県民の薬
局に対するニーズ
確認

37 問23 　医師から「処方せん」を受け取った時、調剤してもらう薬局はどこか（１つ選択） ○ H10～

38 補問23-1 　いつも同じ薬局（かかりつけの薬局）を選んだ理由（３つまで選択） 選択肢追加 H20～

39  補問23-2  　かかった診療所や病院の近くの薬局を選んだ理由（３つまで選択）

【削除】かかりつ
け薬局の推進に寄
与する情報は得に
くいため

H28～

40  問24  　ジェネリック医薬品を服用したことがあるか
【削除】別の統計
資料で実態把握が
可能

H28～

41 問25 　ジェネリック医薬品の服用を希望するか H28～

42 補問25-1 　ジェネリック医薬品の服用を希望しない理由（１つ選択） H28～

43 問26 　ご自身またはご家族の医療費の負担についてどのように感じているか ○ H28～

44 問27 　あなたが思う医療サービスと医療のあり方について最も近いものを１つ ○ H28～

45 問28 　増加する医療費の伸びを抑える方法としてどのような方法が適当とお考えか（２つまで選択） ○ H28～

46 問29 　地域医療構想を知っているか ○ H28～

47 問30 　複数の医療機関が「役割分担して治療する」という考えについて、どう思うか（１つ選択） ○ H28～

48 問31 　自分が住んでいる地域の医療機関（病院・診療所）の整備状況についてどう思うか（１つ選択） ○ H28～

49 問32 　今後、特に整備充実を図るべきだと思う医療体制（３つまで選択）　※質問文更新 ○ H25～

50 ○ 自由記載欄

追加 　あなたが知っている感染症（疾病名を聞いたことがある）を全てお選びください。

追加
　新型コロナウイルス感染症以外の感染症について、県が実施している注意啓発のうちから、あ
なたが新聞やテレビ等で見たことがあるもの（全て選択）

追加 　あなたは、新型コロナウイルス感染症のワクチンを接種しましたか。

追加 　あなたが新型コロナのワクチン接種をした理由は何ですか。（１つ選択）

追加 　あなたが新型コロナのワクチン接種をしなかった理由は何ですか。（１つ選択）

追加 　あなたが新型コロナのワクチン接種に希望することは何ですか。（３つまで選択）

追加 　あなたが日頃実施している感染症対策について（３つまで選択）

追加 　感染症対策として、静岡県が特に充実を図るべきだと思うもの（３つまで選択）

Ⅷ　医療の安全対策の推進について

Ⅸ　特定健診・保健指導について

Ⅹ　歯科・口腔ケアについて

ⅩⅠ　薬局・薬について

ⅩⅡ　医療費について

ⅩⅢ　今後の地域医療体制について

【問33：自由記載欄】地域医療に関するご意見を何でも

【新規追加】感染症について　

【削除】別の統計
資料で実態把握が
可能

【新規】県民の受
診しない要因を確
認

設問を修正

【新規】
感染症を新たな事
業として計画に位
置付けるに当たっ
て、県民の感染症
及び県が実施して
いる注意喚起広報
の認知度、ワクチ
ン接種に関する意
識等を調査
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静岡県保健医療計画策定作業部会 設置要綱

（設 置）

第１条 医療法施行令（昭和 23年 10月 27日政令第 326号。以下「政令」という ｡）第

５条の 21第１項の規定に基づき、静岡県保健医療計画策定作業部会（以下「部

会」という ｡）を設置する。

（所掌事務）

第２条 部会は、静岡県保健医療計画の策定に必要な事項を検討する。

（招 集）

第３条 部会の会議は、部会長が招集する。ただし、設置後最初の部会は、静岡

県医療審議会長が招集する。

（議 長）

第４条 部会長は、会議の議長となり、会議を主宰する。

（説明又は意見の聴取）

第５条 議長は、必要と認めるときは、部会に諮って関係行政機関の職員その他

適当と認める者の出席を求め、その説明又は意見を徴することができる。

（庶 務）

第６条 部会の庶務は、健康福祉部医療局医療政策課において処理する。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、平成 19年７月 12日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 24年７月２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 28年４月 28日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年９月 29日から施行する。

第１回保健医療

計画策定作業部会
参考資料３
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意見のとりまとめ（たたき台） 

 

 本検討会におけるこれまでの議論を踏まえ、第８次医療計画の「医療計画作

成指針」及び「疾病・事業及び在宅医療に係る医療提供体制構築に係る指針」

等の見直しが必要と考えられる事項を中心に意見のとりまとめを行う。 

 

Ⅰ 医療計画全体に関する事項                      

 

１ 医療計画の作成について 

 これまで、医療のアクセスや質を確保しつつ、持続可能な医療提供体制を

確保するため、医療機能の分化・強化、連携や、地域包括ケアシステムの推

進等の取組を進めてきた。 

今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、我が国の医療提供体

制に多大な影響が生じ、地域医療の様々な課題が浮き彫りとなり、地域にお

ける入院・外来・在宅にわたる医療機能の分化・強化、連携等の重要性、地

域医療全体を視野に入れて適切な役割分担の下で必要な医療を面として提供

することの重要性などが改めて認識された。 

一方で、この間も、人口減少・高齢化は着実に進んでおり、医療ニーズの

質・量が徐々に変化するとともに、今後は、特に生産年齢人口の減少に対応

するマンパワー確保や医師の働き方改革に伴う対応が必要になることを踏ま

え、地域医療構想を引き続き着実に推進し、2040年を見据えた人口構造の変

化への対応を図ることが必要である。 

令和６年度から始まる第８次医療計画を作成する際には、これらの課題を

踏まえ、地域の実情に応じて、関係者の意見を十分に踏まえた上で行うこと

とする。 

 

２ 医療提供体制について 

 （医療連携体制に関する事項） 

 令和３年の医療法改正により、第８次医療計画から医療計画の記載事項と

して、新興感染症への対応に関する事項が追加される。 

 したがって、医療連携体制に関する事項は、がん、脳卒中、心筋梗塞等の

心血管疾患、糖尿病及び精神疾患の５疾病、救急、災害時における医療、へ

き地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む。）及び新興感染症

発生・まん延時における医療の６事業並びに在宅医療を、医療計画に定める

こととする。 

 また、地域の現状や課題に即した施策の検討においてロジックモデル等の

第 1 9 回第 8 次医療計画等に 
関 す る 検 討 会 
令 和 4 年 1 １ 月 2 4 日 
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ツールが有用であると考えられるため、第８次医療計画において、都道府県

がロジックモデル等のツールを活用できるよう指針で示すほか必要な取組を

行うこととする。 

 なお、慢性閉塞性肺疾患（COPD）、慢性腎臓病（CKD）については、医療計

画に記載すべき５疾病に加えることとはしないものの、現状を把握した上

で、その対策については健康増進施策等関連施策と調和をとりながら講じる

ことが必要である。 

 

（外来医療に係る医療提供体制の確保） 

 平成 30年医療法改正により、医療計画の記載事項として「外来医療に係る

医療提供体制の確保に関する事項」が追加された。第８次医療計画における

外来医療計画の策定に当たり、「Ⅲ 外来医療にかかる医療提供体制の確保に

関するガイドラインに関する事項」の内容を踏まえ、見直しを行う。 

 なお、「外来医療にかかる医療提供体制の確保に関するガイドライン」にお

いて、地域で十分に発揮することが期待されている「かかりつけ医機能」に

ついては、現在、その機能が発揮されるための具体的な方策について検討が

進められており、今後、それらの検討を踏まえ、必要に応じて同ガイドライ

ンにおける取扱いについて検討を行う。 

 

（地域医療支援病院の整備） 

本項目については第 19回検討会での議論を踏まえ、今後記載 

 

３ 医療従事者の確保等の記載事項について 

（１）医師の確保について 

 平成 30年医療法改正により、医療計画において、医師の確保に関す

る事項を追記することとし、都道府県は令和元年度までに PDCAサイク

ルに基づく実効的な医師確保対策を進めるための「医師確保計画」を策

定し、その他の取組とも連携しながら医師偏在対策を行っている。 

 第８次医療計画における医師確保計画の策定に当たり、三次医療圏及

び二次医療圏ごとの医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価するため

の医師偏在指標等について、「Ⅳ 医師確保計画策定ガイドラインに関

する事項」の内容に基づき見直しを行う。 

 

（２）医師以外の医療従事者の確保について 

① 歯科医師の確保について 

地域包括ケアシステムの中で歯科医療提供体制を確保するには、病
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院と地域の歯科診療所等の連携体制を構築することが重要である。 

地域の歯科医療提供体制の状況や、歯科専門職の配置状況の把握を

行った上で、医科歯科連携における歯科の果たす役割を認識し、病院

の規模や種類に応じて地域の歯科専門職を病院において活用すること

や、病院と歯科診療所等の連携を推進することなど、地域の実情を踏

まえた取組を推進する。 

また、歯科専門職確保のための地域医療介護総合確保基金の積極的

な活用を行う。 

 

② 薬剤師の確保について 

 薬剤師の資質向上の観点に加え、薬剤師確保の観点から、病院薬剤

師及び薬局薬剤師それぞれの役割を明確にし、薬剤師の就労状況の把

握及び地域の実情に応じた薬剤師の確保策を講じること、地域医療介

護総合確保基金（修学資金貸与、病院への薬剤師派遣）の積極的な活

用、都道府県の薬務主管課と医療政策主管課が連携して取り組むこと

等が必要である。 

 また、取組の実施に当たっては、都道府県、都道府県薬剤師会・病

院薬剤師会、関係団体等が連携する。 

  

③ 看護職員の確保について 

看護職員の需給の状況は地域（都道府県、二次医療圏）ごとに差異

があることから、都道府県ナースセンター等の関係者との連携に基づ

き把握した都道府県・二次医療圏ごとの看護職員確保に係る課題を踏

まえつつ、「マイナンバー制度を活用した看護職の人材活用システム」

（令和６年度運用開始予定）等を活用した都道府県ナースセンターに

よる復職支援、医療機関の勤務環境改善による離職防止などの取組を

推進していく。 

 また、地域における訪問看護の需要の増大に対応するため、地域の

実情を踏まえつつ、地域医療介護総合確保基金の活用や都道府県ナー

スセンターにおける取組の充実など、訪問看護に従事する看護職員を

確保するための方策を定める。 

 感染症の拡大に迅速・的確に対応するとともに、医師の働き方改革

に伴うタスクシフト／シェアの推進のため、特定行為研修修了者その

他の専門性の高い看護師の養成と確保を推進していく。特定行為研修

に係る指定研修機関及び実習を行う協力施設の確保等の研修体制の整

備に向けた具体的な計画の策定を必須とするとともに、医道審議会看
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護師特定行為・研修部会における議論に基づき、都道府県ごとの特定

行為研修修了者その他の専門性の高い看護師の就業者数の目標を設定

する。なお、これらの目標を設定する際には、可能な限り二次医療圏

ごとや分野・領域別の設定を検討する。 

  

４ 医療の安全の確保等について 

 医療提供施設における医療の安全を確保するための措置に係る現状及び目

標として、病院等の管理者に医療事故調査制度についての理解を促す観点か

ら研修の受講割合を盛り込むとともに、病院における医療安全の取組への客

観的な評価により、当該取組を推進していくため、他の病院から医療安全対

策に関して評価を受けている又は第三者評価を受審している病院数の割合を

新たに項目へ盛り込むこととする。 

 医療安全支援センターについては、医療安全に関する情報提供、研修等求

められる業務に即した項目を盛り込むとともに、相談対応の質の向上を図る

観点から、研修を受講した相談職員数の割合を追加する。また、医療安全推

進協議会については、その開催状況についても把握する。 

 

５ 二次医療圏及び基準病床数について 

（１）二次医療圏の設定 

既設の二次医療圏が、入院に係る医療を提供する一体の圏域として成り

立っていない場合は、その見直しについて検討することとする。その基準

は第７次医療計画における考え方を踏襲し、見直しを行わない場合におい

てはその理由（地理的条件、面積、交通アクセス等）を明記することとす

る。５疾病・５事業及び在宅医療における圏域については、引き続き弾力

的に設定することを可能とする。 

人口 100万人以上の大規模な二次医療圏については、二次医療圏として

よりも構想区域としての運用に課題が生じている場合が多いが、その場合

都道府県は協議の場を分割するなど、その運用を工夫することとしつつ、

必要に応じて二次医療圏も見直すこととする。 

 隣接する都道府県の区域を含めた医療圏の設定については、現在も指針

において設定が可能であることを明記しているが、実務上の課題から、実

際にはそのような医療圏の設定はされていない。一方で、医療提供体制の

構築において隣接する都道府県と連携を取る場合もあり、その場合は具体

的な内容を医療計画へ記載するよう努めることとする。 

都道府県が医療計画を策定する際は医療圏の設定について優先的に議論を

行うとともに、その検討状況を先んじて国に報告するよう求める。 
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 中長期的には更なる人口動態の変化が予測されていることから、将来的

な医療圏のあり方については第８次医療計画での取組を踏まえつつ引き続

き検討を行うこととする。 

 

（２）基準病床数 

① 基準病床の算出に用いる数値について 

一般病床退院率や療養病床入院受療率、病床利用率等の基準病床の算

出に用いる数値については、これまで、直近の患者調査等のデータを用

いて算定することとしていたが、直近のデータは新型コロナウイルス感

染症の影響を受けている値となっていることから、新型コロナウイルス

感染症の影響を受けていない最新の数値を用いる（令和２年以降は除外

する）こととする。 

② 平均在院日数について 

一般病床の基準病床数の算定に当たって用いる平均在院日数は、第７

次医療計画では平成 21年及び平成 27年病院報告から短縮率を算出し、

また、直近の病院報告（平成 27年）までの６年間（平成 21～27年の６

年間）の平均在院日数の変化率を基礎とし、地域差の是正を進める観点

から一定の条件を設けていた。 

第８次医療計画においても同様に短縮率を平成 27年及び新型コロナウ

イルス感染症の影響を受けていない令和元年病院報告から算出したとこ

ろ、その推移としては依然として短縮傾向にある中で従前ほどの短縮率

は認められないこと、一方で地域差に関しては縮減していないことを踏

まえ、基準病床数の算定に用いる平均在院日数については地域差を縮減

できるようにする。（第７次医療計画と同様の算出を行う。） 

③ 精神病床の基準病床数の算定式について 

精神病床の基準病床数の算定式については、「地域で安心して暮らせる

精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会」における議論を踏まえ、

近年、精神病床における 入院患者数は減少傾向にあることを勘案したも

のとするとともに、政策効果（例：精神科医療の進展、地域における基

盤整備の進展）、政策効果以外（例：患者の年齢構成の変化、疾病構造の

変化）の両者の影響を勘案できるものとするよう見直しを行う。 

 

６ 医療計画の作成手順等について 

（１）他計画との関係 

医療計画の策定に当たっては、他の法律の規定による計画であって医

療の確保に関する事項を定めるものとの調和が保たれ、関連する施策と
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の連携を図ることが重要である。 

 また、医療計画の一部である、外来医療計画や医師確保計画において

は、二次医療圏を１つの単位とすることから、６（１）に記載のとお

り、医療圏の設定について優先的に議論を行う必要がある。 

 

（２）地域医療構想及び地域医療構想調整会議での議論の進め方 

 地域医療構想は、医療計画の一部として位置付けられており、その取

組を進めることを目的に協議の場（地域医療構想調整会議）が構想区域

ごとに設置されている。 

 新型コロナウイルス感染症対応が続く中ではあるが、地域医療構想の

背景である中長期的な状況や見通しは変わっていない。感染拡大時の短

期的な医療需要には各都道府県の医療計画に基づき機動的に対応するこ

とを前提に、地域医療構想についてはその基本的な枠組み（病床の必要

量の推計・考え方など）を維持しつつ、着実に取組を進めていく。 

 

（３）住民への周知・情報提供 

 医療計画の内容のうち、必要な情報を分かりやすい形で住民に対して

情報提供を行うことが重要である。周知の際には用語の解説を加える等

の工夫に努めるほか、限られた医療資源を有効に使う観点から地域の医

療提供体制の課題や見通しなどを示し、住民の理解・協力を得られるよ

う努めることとする。 

 

Ⅱ ５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれの医療提供体制等に関する事項   

 

１ ５疾病について 

（１）がんに関する医療提供体制について 

① 見直しの方向性 

○  がんに関する医療提供体制の構築に当たっては、「がん対策推進

基本計画」及び「がん診療連携拠点病院等の整備について」（令和

４年８月１日付け厚生労働省健康局長通知）の内容を踏まえて取り

組むことを基本とする。 

○  第４期がん対策推進基本計画においても、引き続き、治療を主と

する医療に加え、予防や社会復帰、治療と職業生活の両立に向けた

支援等に取り組む。 

○  がん医療圏の設定については、各都道府県の実態を踏まえ、二次

医療圏との整合が取れる範囲で、柔軟に設定できることとする。 
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○  指標については、第４期がん対策推進基本計画の策定に向けた検

討状況等を踏まえつつ、今後のがん対策推進協議会における議論の

内容を参考に見直す。 

 

② 具体的な内容 

（役割分担を踏まえた集約化） 

○  がん医療が高度化する中で、引き続き質の高いがん医療を提供す

るため、均てん化に加えて、がんゲノム医療等の高度かつ専門的な

医療等について、拠点病院等の役割分担を踏まえた集約化を推進す

る。 

（多職種連携によるチーム医療の推進） 

○  多職種連携によるチーム医療の提供をさらに充実させる観点か

ら、拠点病院等において、地域の医療機関等との連携も含め、チー

ム医療の提供体制の整備を進める。 

（特性に応じたがん対策について） 

○  小児・AYA世代のがん対策をさらに充実させるため、小児がん拠

点病院と、がん診療連携拠点病院等や地域の医療機関、かかりつけ

医等との連携を含め、地域の実情に応じた小児・AYA世代のがん診

療提供体制の整備を進める。 

○  高齢がん患者が、例えば、他臓器の合併症を併発している、介護

施設等に入居しているなど、それぞれの状況に応じた適切ながん医

療を受けられるよう、拠点病院等と地域の医療機関及び介護施設等

との連携体制の整備を進める。 

（新興感染症の発生・まん延時でも機能を維持できる医療体制の整備） 

○  新型コロナウイルス感染症の拡大時等においても、必要ながん診

療を提供できるよう、平時における準備等の対応を含めて、地域の

実情に応じた連携体制の整備を進める。 

 

③ 指標の見直し（例） 

今後、がん対策推進協議会における検討を踏まえて追記 

 

（２）脳卒中に関する医療提供体制について 

① 見直しの方向性 

○  脳卒中に関する医療提供体制の構築に当たっては、「循環器病対

策推進基本計画」の内容を踏まえて取り組むことを基本とする。 

○  第２期循環器病対策推進基本計画の策定に当たっては、基本的な
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考え方として、 

・ 循環器病に係る指標の更新 

・ 関係する諸計画との連携 

・ 感染拡大時でも機能を維持できる医療体制の整備 

を提示しており、上記に係る見直しを行う。 

○  特に、指標については、厚生労働科学研究「循環器病の医療体制

構築に資する自治体が利活用可能な指標等を作成するための研究」

において、７つの指標案が提言されており、その内容を参考として

見直しを行う。 

 

② 具体的な内容 

（病院前救護における患者スクリーニング） 

○  救急隊による、治療適応の判断を含めた適切な患者の評価と、評

価に基づく搬送先選定が可能な救護体制を構築する。 

（標準治療の普及・均てん化） 

○  脳梗塞に対する血管内治療について、rt-PA 静注療法とともに、

標準的治療として全国で提供されるような体制を構築する。 

○  医療の地域格差を解消し、標準治療の均てん化を図るため、一般

社団法人日本脳卒中学会が提言している「脳卒中診療における遠隔

医療（Telestroke）」を実施できるような遠隔医療のシステムを拡

充していく。 

（回復期や維持期における医療体制の強化、就労支援の充実） 

○  急性期の医療機関と、回復期の医療機関との機能分化を推進する

とともに、ある程度の重症者であっても回復期の医療機関において

受入が可能な体制を整備する。 

○  回復期や生活期・維持期の医療では、リハビリテーションの取組

に加え、生活の質を向上させる観点から、就労両立支援に係る人材

の充実等により、脳卒中患者の疾病罹患後の就労両立支援を推進す

る。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・  脳卒中疑い患者に対して主幹動脈閉塞を予測する６項目の観察指

標を利用している消防本部数 

・  脳梗塞に対する血栓回収療法の実施件数 

・  リハビリテーション科医師数 

・  両立支援コーディネーターの受講者数 
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・  脳卒中患者に対する療養・就労両立支援件数 

 

（３）心筋梗塞等の心血管疾患に関する医療提供体制について 

① 見直しの方向性 

○  心筋梗塞等の心血管疾患に関する医療提供体制の構築に当たって

は、「循環器病対策推進基本計画」の内容を踏まえて取り組むこと

を基本とする。 

○  第２期循環器病対策推進基本計画の策定に当たっては、基本的な

考え方として、 

・ 循環器病に係る指標の更新 

・ 関係する諸計画との連携 

・ 感染拡大時でも機能を維持できる医療体制の整備 

を提示しており、上記に係る見直しを行う。 

○  特に、指標については、厚生労働科学研究「循環器病の医療体制

構築に資する自治体が利活用可能な指標等を作成するための研究」

において、３つの指標案が提言されており、その内容を参考として

見直しを行う。 

 

② 具体的な内容 

（感染拡大時でも必要かつ十分な診療を行える医療体制の整備） 

○  有事の際にも必要かつ十分な診療を行えるよう、平時から医療機

関間・地域間連携や回復期・慢性期の医療体制の強化等を進める。 

（デジタル技術を含む新たな技術の活用） 

○  限られた医療資源の効果的活用及び効率的な医療機関間・地域間

連携の推進の観点から、アプリ・AI等を用いた診断・治療の補助

等に係る取組や、ICTを活用した連携体制の構築を推進する。 

（ACPの推進） 

○  個人の意思決定に基づいた医療の提供を推進する観点から、ACP

を適切に実施できる体制を整備する。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・  急性心筋梗塞患者に対する PCI実施率 

・  大動脈疾患患者に対する手術件数 

・  両立支援コーディネーターの受講者数 

・  心血管疾患における介護連携指導料算定件数 

・  特定保健指導の実施率 
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（４）糖尿病に関する医療提供体制について 

① 見直しの方向性 

○  糖尿病に関する医療提供体制の構築に当たっては、国民健康づく

り運動プラン（健康日本 21（第二次））や医療費適正化計画の見直

しに係る検討状況、重症化予防や治療と仕事の両立支援に係る取組

状況等を踏まえつつ、見直しの方向性を整理する。その他、診療提

供体制に係る記載について、腎疾患対策および糖尿病対策の推進に

関する検討会における議論の内容等を踏まえ、必要な見直しを行

う。 

○  糖尿病の発症予防、糖尿病の治療・重症化予防、糖尿病合併症の

治療・重症化予防のそれぞれのステージに重点をおいて取組を進め

るための医療体制の構築を目指す。 

○  指標の見直しに当たっては、腎疾患対策および糖尿病対策の推進

に関する検討会における議論の内容を参考として見直しを行う。 

 

② 具体的な内容 

（診療科間及び多職種の連携体制の構築） 

○  糖尿病や糖尿病合併症の治療・重症化予防には定期的な眼底検

査、腎機能検査、栄養指導等の療養指導等、関係する診療間での連

携や職種間の連携が必要であり、各学会から公表されている紹介基

準等を参考に、糖尿病診療におけるかかりつけ医と専門家等との連

携や多職種連携等の医療連携体制の整備を引き続き推進する。 

（糖尿病の発症予防及び予防と医療の連携） 

○  地域の保健師と連携した糖尿病発症予防に係る取組を引き続き推

進するとともに、保健師等と医療機関との連携体制の構築や健診後

の受診勧奨、健診後の医療機関受診状況等に係るフォローアップ

等、予防と医療の連携に係る取組を強化する。 

 

（糖尿病の発症予防） 

○  健診後の受診勧奨や、健診後の医療機関受診状況等に係るフォロ

ーアップに係る取組を引き続き推進する。また、患者及びその家族

等に対する教育や、国民に対する正しい知識の普及啓発等に係る取

組を引き続き推進する。 

（糖尿病の治療・重症化予防） 

○  糖尿病の重症化予防の観点から糖尿病治療中断者数を減少させる
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ことや早期からの適切な指導・治療を行うことが重要であり、就労

支援（両立支援、治療継続支援）、健診受診者や治療中断者への受

診勧奨（糖尿病性腎症重症化予防プログラム等）等の取組を推進す

る。 

（新型コロナウイルス感染症拡大時の経験を踏まえた今後の医療体制） 

○  今回の新型コロナウイルス感染症拡大時の経験も踏まえ、地域の

実情に応じて、多施設・多職種による重症化予防を含む予防的介入

や、治療中断対策等を含むより継続的な疾病管理に向けた診療提供

体制の整備等を進める。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ 特定健診での受診勧奨により実際に医療機関へ受診した糖尿病未治

療者 

・ 糖尿病治療を主にした入院患者数 

・ 妊娠糖尿病・糖尿病合併妊娠に対する専門的な治療を行う医療機関

数（もしくは割合） 

・ HbA1cもしくは GA検査の実施（患者もしくは割合） 

・ 糖尿病専門医数（もしくは在籍する医療機関数、割合） 

 

（５）精神疾患に関する医療提供体制について 

① 見直しの方向性 

○  行政と医療、障害福祉サービス、介護サービス等の顔の見える連

携を推進し、精神保健医療福祉上のニーズを有する方が、その意向

やニーズに応じ、切れ目なくこれらのサービスを利用し、安心して

その人らしい地域生活を送ることができるよう、地域における多職

種・多機関が有機的に連携する体制を構築する。 

○  精神障害の特性として、疾病と障害とが併存しており、その時々

の病状が障害の程度に大きく影響するため、医療、障害福祉・介護

その他のサービスを切れ目なく受けられる体制を整備する。 

○  患者の病状に応じ、医療、障害福祉・介護その他のサービスを切

れ目なく受けられる体制を整備する観点から、「普及啓発、相談支

援」「地域における支援、危機介入」「診療機能」「拠点機能」の段

階ごとに、ストラクチャー、プロセス、アウトカムの各指標例を、

第７次医療計画における指標例を含めて定める。 

 

② 具体的な内容 
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（医療、障害福祉・介護その他のサービスを切れ目なく受けられる体制

の整備） 

○  精神科医療の提供体制の充実には、精神保健に関する「本人の困

りごと等」への支援を行う平時の対応を充実する観点と、精神科救

急医療体制整備をはじめとする精神症状の急性増悪や精神疾患の急

性発症等による患者の緊急のニーズへの対応を充実する観点が必要 

である。平時においては、かかりつけの医療機関に通院し、障害福

祉・介護その他のサービスを利用しながら、本人の希望に応じた暮

らしを支援するとともに、患者の緊急のニーズへの対応において

は、入院治療（急性期）へのアクセスに加え、受診前相談や入院外

医療（夜間・休日診療、電話対応、在宅での診療、訪問看護等）に

ついて、都道府県等が精神科病院、精神科訪問看護を行う訪問看護

事業所等と連携しながら必要な体制整備に取り組むことが望まし

い。 

○  また、精神障害の有無や程度にかかわらず、地域で暮らすすべて

の人が、必要な時に適切なサービスを受けられるよう、精神障害に

も対応した地域包括ケアシステムの構築を推進する観点から、医療

計画、障害福祉計画、介護保険事業（支援）計画が相互に緊密に連

携し、医療、障害福祉・介護、住まい、就労等の社会参加、地域の

助け合い、教育・普及啓発が包括的に確保された体制を整備してい

くことが重要となる。 

○  なお、精神疾患の医療体制の構築に係る指針の策定に当たって

は、新型コロナウイルス感染症をはじめとする新興感染症について

も勘案することが望まれる。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ 都道府県及び市町村における精神保健福祉の相談支援に専従してい

る職員数、相談支援の実施件数 

・ 心のサポーター養成研修の実施回数、修了者数 

・ 在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管理料を算定した患者数 

・ 精神科訪問看護・指導料又は精神科訪問看護指示料を算定した患者

数 

 

２ ６事業 

（１）救急医療 

① 見直しの方向性 
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○  増加する高齢者の救急や、特に配慮を要する救急患者を受け入れ

るために、地域における救急医療機関の役割を明確化する。 

○  居宅・介護施設の高齢者が、自ら意思に沿った救急医療を受けら

れるような環境整備を進める。 

○  ドクターヘリ・ドクターカーについて、地域においてより効果的

な活用ができるような体制を構築する。 

○  新興感染症の発生・まん延時において、感染症対応と通常の救急

医療を両立できるような体制を構築する。 

 

② 具体的な内容 

（救急医療機関の役割） 

○  高齢者の救急搬送が増加していく中で、初期救急医療機関は、主

に独歩で来院する自覚症状が軽い患者への夜間及び休日における外

来診療を担い、第二次救急医療機関は地域で発生する高齢者救急の

初期診療と入院治療を主に担い、第三次救急医療機関は重篤患者に

対する高度な専門的医療を総合的に実施することを基本としつつ、

複数診療科の介入を要する症例や診断が難しい症例等、他の医療機

関では治療の継続が困難な救急患者の診療を担う。 

○  特に高齢者の患者が帰宅する際には、受診後に安心して生活でき

るよう、生活上の留意点に関する指導や、必要な支援へのつなぎを

進める。 

○  精神疾患を有する患者・小児・妊婦・透析患者等、特に配慮を要

する患者を受け入れる医療機関についてあらかじめ地域の実情に応

じて検討する。 

（高度救命救急センター等の体制整備） 

○  高度救命救急センター等の地域の基幹となる救急医療機関は、平

時から、重症外傷等の特に高度で専門的な知識や技術を要する患者

へ対応可能な医師・看護師等の人材の育成・配置、院内の体制整備

を行い、地域における重篤患者を集中的に受け入れる役割を担う。

また、厚生労働省が実施する外傷外科医等養成研修事業を活用し

て、テロ災害発生時等における銃創や爆傷等にも対応ができる体制

を構築する。 

（高次の医療機関からの転院搬送の促進） 

○  高次の医療機関からの必要な転院搬送を促進する。具体的には、

受け入れ先となる医療機関と、患者を受け入れる際に必要な情報や

受け入れ可能な時間帯、搬送方法等についてあらかじめ共有してお
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く。 

○  高次の医療機関からの転院搬送を行う場合には、医療機関が所有

する搬送用車両等の活用を進める。 

（相談体制等の整備） 

○ 患者ができるだけ救急外来を受診しなくても済むよう、引き続き地

域におけるプライマリケアをすすめるとともに、♯7119、♯8000

等による医療機関の受診や救急車の要請に迷う場合の相談体制の整

備を推進する。 

（居宅・介護施設の高齢者の救急医療） 

○  医療関係者、介護関係者は、地域包括ケアシステムや ACPに関す

る議論の場等において、患者の希望する医療について必要な時に確

認できる方法について検討する。 

○  自治体や医療従事者等は、患者や家族が、人生の最終段階におい

てどのような医療を望むかについて日頃から話し合うことを促す。 

○  ACPに関する議論や救急現場における心肺蘇生を望まない心肺停

止患者への対応方針等は、例えば、救急医療の関係者や地域包括ケ

アの関係者、消防関係者等地域の関係者がそれぞれ実施する会議を

合同で開催するなどにより、地域の関係者が協力して検討する。 

（ドクターヘリ・ドクターカー） 

○  都道府県は隣接都道府県と協議し、ドクターヘリが同時に要請さ

れた際や、都道府県境付近の患者からの要請時に、より効率的な対

応ができるような広域連携体制を構築する。 

○  ドクターカーについては、地域にとって効果的な活用方法を検討

するため、まずは、全国の様々な運行形態を調査し、救急医療提供

体制の一部としてより効果的に活用する。 

（新興感染症の発生・まん延時における救急医療） 

○  救急患者を受け入れるために必要な感染対策を講じることができ

る人材を平時から育成する。 

○  医療機関は、救急外来の需要が急増した際に外来機能を拡充する

方法について平時から検討する。 

○  救急外来を受診しなくても済むような電話等による相談体制（♯

7119、♯8000 等）及びオンライン診療を実施する体制を平時から

充実させ、新興感染症のまん延により救急外来の需要が急増した際

にも対応可能な体制を整備する。 

○  新興感染症の発生・まん延時に、救急医療機関が、通常の救急患

者に対しても適切な医療を提供できるよう、第二次救急医療機関や
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第三次救急医療機関、および地域全体において必要な体制を構築す

る。 

○  精神疾患を有する患者・小児・妊婦・透析患者等、特に配慮を要

する患者を含め、新興感染症の発生・まん延時に受け入れる医療機

関についてあらかじめ地域の実情に応じて検討する。例えば、いっ

たん患者を幅広く受け入れ必要な初療を行った上で、入院が必要な

際には他の医療機関に転院させる外来機能に特化した医療機関の整

備や、患者や医療人材を集めて対応する大規模な医療機関の整備、

第二次救急医療機関や第三次救急医療機関に患者を分散して対応す

る体制等、地域の実情に応じた体制を平時から検討する。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ 心原性心肺機能停止傷病者（一般市民が目撃した）のうち初期心電

図波形が VF又は無脈性 VTの一ヶ月後社会復帰率を追加 

・ 心肺蘇生を望まない心肺停止患者への対応方針を定めている消防本

部の割合を追加 

・ 救命救急センターの応需率を追加 

 

（２）災害時における医療 

① 見直しの方向性 

○  DMAT・DPAT等の派遣や活動の円滑化や、様々な保健医療活動チ

ームの間での多職種連携を進める。 

○  災害時に拠点となる病院、それ以外の病院が、その機能や地域に

おける役割に応じた医療の提供を行う体制の構築を進める。 

○  浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する医療機関は地域と連

携して止水対策を含む浸水対策を進める。 

○  医療コンテナの災害時における活用を進める。 

 

② 具体的な内容 

（DMAT等の位置付け・明確化） 

○  DMAT・DPAT等の派遣や活動を円滑化する観点から、所属医療機

関における隊員の活動に対する理解がより得られ、派遣しやすくな

り、また研修や訓練に参加しやすくするような仕組みの明確化につ

いて検討を進める。 

○  DMAT・DPATは、災害時のみならず、新興感染症のまん延時にお

ける感染症患者の入院・搬送調整や感染症専門家と協力しクラスタ
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ーが発生した施設等における感染制御等の活動に対する支援を実施

する。 

○  DPATの業務として新興感染症対応を明確に位置付けるため、活

動要領改正を行う。 

（多職種連携） 

○  災害時において、都道府県は様々な保健医療活動チームと協力す

ることが必要であることから、災害時に円滑な連携体制を構築可能

にするため、保健医療福祉調整本部の下、様々な保健医療活動チー

ムと共に訓練を実施し、災害時におけるそれぞれの必要な役割を確

認する。 

○  被災都道府県は、大規模災害発生時に、都道府県の関係課及び保

健所の職員、災害医療コーディネーター、災害薬事コーディネータ

ー等で構成される保健医療福祉調整本部を設置し、当該本部は保健

所・DHEAT、各種保健医療活動チーム（DMAT、DPAT、日本医師会災

害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社の救護班、独立行政法人国立

病院機構の医療班、全日本病院医療支援班（AMAT）、日本災害歯科

支援チーム（JDAT）、薬剤師チーム、看護師チーム、保健師チー

ム、管理栄養士チーム、日本栄養士会災害支援チーム（JDA-DAT）、

日本災害リハビリテーション支援協会（JRAT）等）との連絡及び情

報連携を行うための連絡窓口を設置し、災害時における保健医療福

祉活動の総合調整を行う。 

○  都道府県は、災害時の保健医療提供体制を効率的に調整するた

め、都道府県の保健医療福祉調整本部に配置される都道府県災害医

療コーディネーターと保健所又は市町村における保健医療活動の調

整等を担う本部に配置される地域災害医療コーディネーターの両者

を整備する。 

○  都道府県は、災害医療コーディネーターの配置を進めるととも

に、訓練への参加や研修の受講を推進する。 

（災害時に拠点となる病院、拠点となる病院以外の病院） 

○  都道府県は、災害拠点病院について、地域の実情に応じて引き続

き指定を進める。 

○  災害拠点精神科病院について、整備を進めるための支援について

検討する。 

○  都道府県は、精神疾患を有する患者・小児・妊婦・透析患者等、

特に災害時においても配慮を有する被災者に対応できる体制構築に

ついて平時より検討する。 
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○  災害時に拠点となる病院以外の病院においては、災害発生時に自

院にいる患者への診療を継続するために、平時から、業務継続計画

（BCP）を策定した上で、施設の耐震化や、自家発電機の整備、ま

た、燃料の備蓄等を含めた必要な防災対策を実施するほか、EMIS

を用いて発災時に自らの被災情報を発信できる体制の構築を徹底

し、災害時には災害時に拠点となる病院とともに、その機能や地域

における役割に応じた医療の提供に努める。 

○  都道府県によっては、災害時に拠点となる病院に協力する医療機

関について、地域の救急医療機関を中心に指定し、その取組を促し

ている例（災害時に多く発生が予想される中等症患者を積極的に受

け入れる医療機関を指定等）もあることから、これらも参考に、地

域の実情に応じた災害時の医療提供体制を検討する。 

○  これらの取組が進むように、都道府県は、平時より、都道府県防

災会議や災害医療関連の協議会等において、災害医療コーディネー

ターや災害拠点病院を含む地域の医療機関の代表者、その他地域の

災害医療に関する関係者と共に、関係機関の役割・医療機関間の連

携について確認する。 

（止水対策を含む浸水対策） 

○  浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する災害拠点病院は、風

水害が生じた際の被災を軽減するため、止水板等の設置による止水

対策や、自家発電機等の電気設備の高所移設、排水ポンプの設置等

による浸水対策を講じる。 

○  浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在するその他の医療機関

は、浸水対策を講じるように努める。 

○  風水害も含め災害時に医療活動が真に機能するために、都道府県

は地域防災会議や災害医療対策関連の協議会等に医療関係者の参画

を促進する。 

○  業務継続計画（BCP）の策定は、地域における医療機関の役割や

ライフライン復旧対策等、他機関（行政・消防・関連業者等）を含

めた地域全体での連携・協力が必要であるため、地域防災計画等の

他のマニュアルとの整合性をとる必要があり、医療機関が独自に策

定するのは難しいことから、地域の防災状況や連携を研修内容に組

み込んでいる厚生労働省実施の BCP策定研修事業等を活用し、実効

性の高い業務継続計画（BCP）を策定する。 

（医療コンテナの災害時における活用） 

○  災害訓練や実災害時において、また、イベント時の事故等への備
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えにおいて、医療コンテナを活用し有用性を検証する。 

○  都道府県や医療機関は、災害時等において、検査や治療に活用す

る。具体的には、災害時の医療提供体制を維持するために医療コン

テナ等を活用し、例えば、仮設診療所の設置や被災した病院施設の

補完等を行う。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ DMAT感染症研修を受講した DMAT隊員の隊員数及び割合 

・ 既存の指標の災害医療コーディネーター任命数を廃止し、都道府県

災害医療コーディネーター任命数及び地域災害医療コーディネータ

ー任命数 

・ 災害拠点病院以外の病院における自家発電機の燃料の備蓄（３日

分）の実施率 

・ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する病院において浸水対策

を講じている病院の割合 

・ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する病院において、業務継

続計画（BCP）を策定している病院のうち浸水を想定した業務継続

計画（BCP）を策定している病院の割合 

 

（３）へき地の医療 

① 見直しの方向性 

○  へき地における医師の確保については、引き続きへき地の医療計

画と医師確保計画を連動して進める。 

○  へき地における医療人材の効率的な活用や有事対応の観点から、

国は自治体におけるオンライン診療を含む遠隔医療の活用について

支援を行う。 

○  へき地医療拠点病院の主要３事業（へき地への巡回診療、医師派

遣、代診医派遣。以下同じ。）の実績向上に向けて、巡回診療・代

診医派遣について、人員不足等地域の実情に応じてオンライン診療

の活用が可能であることを示し、へき地の医療の確保を図るための

取組を着実に進める。 

 

② 具体的な内容 

（へき地で勤務する医師の確保） 

○  へき地医療支援機構は、医師確保計画とへき地の医療計画を連携

させるために、地域枠医師等の派遣を計画する地域医療支援センタ
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ーと引き続き緊密な連携や一体化を進めることとする。 

（遠隔医療の活用） 

○  医療機関が遠隔医療を実施するに当たっては、資金やハード面の

整備を含む自治体からの支援が重要であることが示唆されているた

め、都道府県においてオンライン診療を含む遠隔医療を活用したへ

き地医療の支援を行うよう、へき地の医療体制構築に係る指針で示

すとともに、遠隔医療に関する補助金による支援や、好事例の紹介

等による技術的支援を行う。 

（へき地医療拠点病院の主要３事業） 

○  主要３事業の実績の向上に向けて、オンライン診療の導入が有用

である可能性が示唆されており、オンライン診療を活用し行った巡

回診療・代診医派遣についても、事業の実績に含めることを明確化

する。但し、全ての巡回診療等をオンライン診療に切り替えるもの

ではなく、人員不足等地域の実情に応じて、オンライン診療で代用

できるものとする。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ へき地医療拠点病院からへき地への巡回診療のうち、オンライン診療

で行った回数・日数・延べ受診患者数 

・ へき地医療拠点病院からへき地への代診医派遣による診療のうち、オ

ンライン診療で行った回数・延べ日数 

 

（４）周産期医療 

① 見直しの方向性 

○  周産期医療の質の向上と安全性の確保のため、周産期医療圏を柔

軟に設定し、基幹となる医療施設への集約化・重点化を進める。 

○  保健・福祉分野の支援や小児医療との連携を含む周産期に関わる

幅広い課題の検討に専門人材等も参画し、周産期医療に関する協議

会を活用する。 

○  ハイリスク妊産婦への対応や、医療的ケア児の在宅ケアへの移行

支援など、周産期医療体制の整備を進める。 

○  周産期医療に携わる医師の勤務環境の改善を進めつつ、医療機

関・機能の集約化・重点化を進める。 

○  新興感染症の発生・まん延時に備えた周産期医療体制を整備す

る。 
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② 具体的な内容 

（周産期医療圏の設定） 

○  産科医師や分娩取り扱い施設が存在しない周産期医療圏がないよ

うにするという第７次医療計画中間見直しの際に示された方針に従

って、周産期医療に携わる医師の勤務環境にも留意しつつ、二次医

療圏にこだわらず周産期母子医療センターを基幹として集約化・重

点化を行うなどにより、周産期医療圏を柔軟に設定し、必要な医療

を確保する。 

（周産期医療に関する協議会） 

○  構成員には、地域の周産期医療に携わる医師の他、助産師等看護

職を含むことを基本とする。また、妊婦のメンタルヘルスケアに携

わる人材や消防関係者の参画を検討する。 

○  将来的な医療の質の向上、安全性の確保のために、周産期医療の

知識及び技術を指導する人材の育成等について検討する。 

○  周産期医療については、出生後の児を円滑に小児医療につなげる

観点から、小児医療と強く結びつく必要があるため、「周産期医療

に関する協議会」と「小児医療に関する協議会」との合同開催等を

通じ、互いの情報連携を進める。 

○  医療と母子保健等との連携を推進する観点から、保健福祉部局の

担当者の参画を通じて、市町村が行っている保健・福祉等の支援策

についての情報共有を図り、母子に対して切れ目ない支援を進め

る。 

○  協議会は少なくとも年 1回、必要な場合は年に複数回、定期又は

臨時で開催するものとする。また、必要に応じオンラインで開催す

る。 

（ハイリスク妊産婦への対応） 

○  NICU・MFICUや周産期・新生児専門医などの高度専門人材の集約

化・重点化などを通じて、総合周産期母子医療センターを中心とし

て、必要に応じて協力医療施設を定め、精神疾患を含めた合併症妊

娠や胎児・新生児異常等、母体又は児のリスクが高い妊娠に対応す

る体制を構築する。 

○  総合周産期母子医療センターは、周産期医療関係者研修事業を活

用し、地域の医療従事者への研修を含め、周産期医療に精通した指

導的役割を持つ医療従事者育成の役割も担う。 

○  地域における妊産婦の精神疾患に対する医療体制を整備するた

め、周産期医療に関する協議会の構成員として、妊婦のメンタルヘ



21 

 

ルスに携わる人材の参画を検討する。（再掲） 

○  社会的ハイリスク妊産婦への対応として、周産期医療に関する協

議会等を通じて、市町村が行っている保健・福祉等の支援等の情報

共有を図り、支援につなげる。 

○  集約化・重点化により分娩施設までのアクセスが悪化した地域に

居住する妊産婦に対して支援等を行っている自治体の例を収集し、

これらも参考に、地域の実情に応じて対策を検討する。 

（在宅ケアへの移行支援） 

○  周産期医療関連施設は、NICU長期入院児等が自宅に退院する前

に、地域療養支援施設運営事業を活用して、当該施設の一般病棟や

地域の医療施設への移動等の段階を経ることにより、自宅退院後に

家族が在宅ケアを行うための手技習得や環境の整備をする期間を設

けることで、医療的ケア児の生活の場における療養・療育への円滑

な移行を支援する。 

○  地域の医療機関は、在宅において療養・療育を行っている児の家

族に対し、日中一時支援事業を活用し、レスパイト等の支援を実施

する。 

（産科区域の特定） 

○  分娩を取り扱う医療機関は、母子の心身の安定・安全の確保等を

図る観点から、産科区域の特定などの対応を講ずることが望ましい

なか、当該医療機関の実情を踏まえた適切な対応を推進する。 

（医師の勤務環境の改善） 

○  周産期医療に携わる医師の勤務環境の改善のため、医師の働き方

改革を進めつつ、地域において必要な周産期医療を維持・確保する

ため、地域医療構想や医師確保計画との整合性にも留意しながら、

基幹施設を中心として医療機関・機能の集約化・重点化や産科及び

小児科の医師偏在対策を検討する。 

○  ハイリスク分娩を取り扱う周産期母子医療センター等に負担を集

中させないよう、分娩を取り扱わない医療機関においても、妊婦健

診や産前・産後のケアの実施や、オープンシステム・セミオープン

システムの活用をすすめるなど、医療機関の役割を分担し、周産期

医療と母子保健を地域全体で支える。 

○  地域医療介護総合確保基金等を活用し、院内助産や助産師外来の

活用を進めることにより、産科医師から助産師へのタスクシフト／

シェアを進める。 

（新興感染症の発生・まん延時の周産期医療体制） 
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○  新興感染症の発生・まん延時においても、地域で周産期医療を確

保するため、感染症の罹患又は罹患が疑われる妊婦に対して産科的

緊急症を含む産科診療を実施する医療機関について、地域の周産期

医療に関する協議会等においてあらかじめ協議する。 

○  適切に妊婦のトリアージや入院等に係るコーディネートを行う災

害時小児周産期リエゾン等の人材を、災害時小児周産期リエゾン養

成研修事業を活用し養成するとともに、その活用について平時から

検討する。 

○  周産期医療に関する協議会の構成員として、消防関係者の参画を

検討し、平時及び新興感染症の発生・まん延時における妊産婦の受

け入れ先等の救急搬送体制について協議する。（再掲） 

 

③ 指標の見直し（案） 

・ 院内助産や助産師外来を行っている周産期母子医療センター数 

・ NICU入院時の退院支援を専任で行う者が配置されている周産期母子

医療センター数 

・ NICU長期入院児が自宅に退院する前に、家族が在宅ケアを行うため

の手技習得や環境の整備をする期間を設けるための病床を設置してい

る周産期母子医療センター数 

・ 退院支援を受けた NICU・GCU児数 

・ 妊産婦の居住する市町村の母子保健事業について、妊産婦に個別に情

報提供を行っている周産期母子医療センター数 

 

（５）小児医療（小児救急医療を含む。） 

① 見直しの方向性 

○  小児患者が救急も含めて医療を確保できるよう医療圏を設定する

とともに、地域の小児科診療所の役割・機能を推進する。 

○  保健・福祉分野の支援や周産期医療との連携を含む、小児に関わ

る幅広い課題の検討に専門人材等も参画し、小児医療に関する協議

会を活用する。 

○  医療的ケア児を含め、地域の子どもの健やかな成育が推進できる

よう、支援体制を確保する。 

○  保護者への支援のため、子ども医療電話相談事業（♯8000）を推

進する。 

○  小児医療、特に新生児医療に携わる医師の勤務環境の改善を進め

つつ、医療機関・機能の集約化・重点化を進める 
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○  新興感染症の発生・まん延時に備えた小児医療体制を整備する。 

 

② 具体的な内容 

（小児医療圏の設定、医療機能の明確化等による医療の確保） 

○  第８次医療計画の策定に当たっては、第７次医療計画中間見直し

の際に示された方針に従って、周産期医療圏との連携のもと、小児

医療圏と小児救急医療圏を一本化する。一本化に当たっては、小児

救急患者を常時診療可能な体制がとれるよう留意する。 

○  一般小児医療機能を担う小児科診療所は、地域における医療と保

健、福祉、教育との橋渡しの役割・機能を担っており、小児医療に

関する協議会の活用などを通じ、その役割・機能を推進する。 

○  集約化・重点化によりアクセスが悪化する地域に居住する小児に

対する医療の確保のため、オンライン診療について検討する。その

際には、対面診療を適切に組み合わせて行うことが求められること

に留意する。 

（小児医療に関する協議会） 

○  構成員には、地域の小児医療に携わる医師、看護師を含むことを

基本とし、周産期医療との連携の観点から助産師の参画を検討す

る。また、医療的ケア児や被虐待児等福祉が必要な児の成育に関す

る必要な対策を検討する観点から、児童福祉関係者や学校・教育関

係者の参画を検討する。 

○  小児の外傷、熱傷等小児科以外の診療科と連携が必要な領域を含

む、小児医療に関する事項についても幅広く協議する。 

○  小児医療については、出生後の児を円滑に周産期医療から引き継

ぐ観点から、周産期医療と強く結びつく必要があるため、「小児医

療に関する協議会」と「周産期医療に関する協議会」との合同開催

等を通じ、互いの情報連携を進める。 

○  協議会は少なくとも年１回、必要に応じて年に複数回、定期又は

臨時で開催する。また、必要に応じオンラインで開催する。 

（医療的ケア児への支援） 

○  医療的ケア児が入院する医療機関は、地域全体で取り組まれてい

る、医療的ケア児支援センターを中心とした、医療的ケア児及びそ

の家族への支援体制に参画する。  

○  医療的ケア児が入院する医療機関は、児の入院後、現在の病状及

び今後予想される状態等について家族等と話し合いを開始し、退院

後の療養上必要な事項について説明するとともに、転院・退院後の
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療養生活を担う医療機関や訪問看護ステーション等との連絡や調

整、福祉サービスの導入に係る支援等を行う体制を整える。また、

退院後の医療的ケア児の緊急入院に対応できる体制を整備する。 

○  保護者の負担を軽減するため、日中一時支援事業を活用し、レス

パイトの受け入れ体制等の医療体制を整備する。 

（子どもの成育に関する保健・教育・福祉との連携） 

○  小児医療に関する協議会の構成員として、地域の小児医療に携わ

る医師、看護師を含む事を基本とし、周産期医療との連携の観点か

ら助産師の参画、また、医療だけでなく、保健・教育・福祉にわた

り、子どもたちの成育について広く協議する為に、児童福祉関係者

や学校・教育関係者の参画を検討する。（再掲） 

○  地域で子どもの心の問題や児童虐待への医療・保健福祉の連携体

制を構築し（子どもの心の診療ネットワーク事業や児童虐待防止医

療ネットワーク事業の実施など）、医療機関においては、これらに

参画する。また、市町村が開催する要保護児童対策地域協議会への

参加や、不適切な養育等が疑われる小児患者に対する支援体制の整

備の実施について、検討する。 

（子ども医療電話相談事業（♯8000）の対応状況） 

○  ♯8000について、応答率等を確認し、回線数を増やすなどの改

善の必要性を適宜検討する。 

○  ♯8000対応者研修事業を活用し、相談者への応対の質の向上を

図る。 

○  都道府県は、相談体制を補完するものとして、信頼できる小児救

急に関するウェブ情報（こどもの救急、教えて！ドクター等）につ

いても積極的に周知を行う。 

（医師の勤務環境の改善） 

○  小児医療、特に新生児医療に携わる医師の勤務環境の改善のた

め、労務管理等の働き方改革を進めつつ、地域において必要な小児

医療を維持・確保することを目的として、地域医療構想や医師確保

計画との整合性にも留意しながら、医療機関・機能の集約化・重点

化や小児科の医師偏在対策を検討する。 

（新興感染症の発生・まん延時の小児医療体制） 

○  新興感染症の発生・まん延時においても、地域で小児医療を確保

するため、感染症の罹患又は罹患が疑われる小児に対して救急医療

を含む小児診療を実施する医療機関をあらかじめ協議する。 

○  適切に小児のトリアージや入院等に係るコーディネートを行う災
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害時小児周産期リエゾン等の人材を、災害時小児周産期リエゾン養

成研修事業を活用し養成するとともに、平時からその活用について

検討する。 

○  新興感染症の発生・まん延時に対面診療が困難となる場合に備え

て、平時からオンライン診療の導入について検討する。 

 

③ 指針の見直し（案） 

・ 子ども医療電話相談の応答率 

・ 在宅小児の緊急入院に対応している医療機関数 

・ 在宅医療を担う医療機関と入院医療機関が共同して在宅での療養上必

要な説明及び指導を行っている医療機関数 

・ 退院支援を受けた NICU・GCU入院児数 

 

（６）新興感染症発生・まん延時における医療 

  本項目については今後の検討会での議論を踏まえ、今後記載 

 

３ 在宅医療 

 本項目については第 19回検討会での議論も踏まえ、今後記載 

 

Ⅲ 外来医療にかかる医療提供体制の確保に関するガイドラインに関する事項                  

 

１ 外来医師偏在指標を活用した取組について 

（１）外来医師偏在指標について 

○  外来医師偏在指標については、引き続き現行の計算式を使用するとと

もに、地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググループにお

ける医師偏在指標に係る議論を踏まえ、使用するデータの時点について

は、平成 29年の外来受療率を用いることとする。 

 

（２）外来医師偏在指標を活用した取組について 

○  今後の外来需要の動向が地域によって異なることを踏まえ、二次医療

圏毎の人口推計や外来患者数推計等を踏まえた協議を行うことを求め

る。また、策定した外来医療計画は、住民に対しわかりやすく周知する

ほか、取組の実効性を確保する観点からは、金融機関等へ情報提供を行

うことが重要である。 

○  さらに、外来医師多数区域以外や新規開業者以外においても、地域の

実情に応じて、地域で不足する医療機能を担うよう求めることができる
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こととする。なお、外来医療の体制整備に当たっては、医師確保の観点

も必要であるが、特に外来医師多数区域以外については、医師確保計画

とも整合性をとりながら進めることとする。 

○  地域に必要な外来医療提供体制の構築を進める観点から、都道府県は、

地域で不足する医療機能（夜間・休日の診療、在宅医療、公衆衛生等）

について、具体的な目標を定め、達成に向けた取組の進捗評価に努める

こととする。また、救急医療や在宅医療の施策との連携が考えられるほ

か、学校医の確保については都道府県等の教育委員会との連携も重要で

ある。 

○  外来医師多数区域における新規開業者に対しては、地域で不足する医

療機能を担うことに合意が得られた事項に関して、地域の医師会や市町

村と情報共有する等、フォローアップを行う。 

 

２ 医療機器の効率的な活用について 

（１）医療機器の配置・稼働状況等の可視化について  

○  都道府県においては、地域の医療機関がその地域において活用可能な

医療機器について把握できるよう、医療機器の配置・稼働状況に加え、

共同利用計画から入手可能な、医療機器の共同利用の有無や画像診断情

報の提供の有無等の方針についても可視化を進め、必要な共同利用を促

進することとする。 

 

（２）共同利用計画について 

○  地域の医療資源を可視化する観点から、新たに医療機器を購入する医

療機関に対して、購入後の当該医療機器の稼働状況について、都道府県

へ報告を求めることとする。 

 

３ 地域における外来医療の機能分化及び連携強化について 

（１）外来医療計画の記載事項について 

○  地域の医療機関の外来機能の明確化や連携状況を可視化し、患者によ

る医療機関の適切な選択を支援することを目的に、紹介受診重点医療機

関となる医療機関の名称に加え、外来機能報告で把握可能な、紹介受診

重点外来の実施状況等の情報を新たに盛り込む。 

 

（２）外来機能報告の活用方法について 

○  都道府県においては、外来機能報告により入手可能な重点外来や紹

介・逆紹介等のデータを活用し、地域の外来医療の提供状況について把
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握するとともに、紹介受診重点医療機関の機能・役割も踏まえた、地域

における外来医療提供体制の在り方について、検討を行うこととする。 

 

Ⅳ 医師確保計画策定ガイドラインに関する事項                

 

（１） 医師偏在指標 

① 見直しの方向性 

○ 医師偏在指標の精緻化を行う。 

○ 都道府県が地域の実情に応じた施策を検討する際の参考となるよ

う、国が新たに勤務施設別（病院及び診療所）の医師偏在指標を参

考資料として都道府県に提示する。 

 

② 具体的な内容 

（複数の医療機関に勤務する医師の取扱い（三師統計の「従たる従事

先」の反映）） 

○ 医師偏在指標の算定式における「性年齢階級別医師数」の算出に

当たっては、複数の医療機関に勤務する医師の取扱いについて、医

師偏在指標の精緻化を図る観点から見直す。 

○ 具体的には、三師統計で「従たる従事先」に主たる従事先とは異

なる医療圏に所在する医療機関を記載している医師について、その

状況を踏まえ、主たる従事先で 0.8人、従たる従事先で 0.2人とし

て算出する。 

（医師偏在指標の算定で用いる受療率及びその時点） 

○ 現在は全国受療率を用いて医師偏在指標を算出している。都道府

県別受療率を用いた場合、受療率が高い都道府県で更に多くの医師

を配置する必要性が生じることとなり、地域偏在の解消が進まなく

なる恐れがあることから、次期医師偏在指標においても、現在の医

療提供体制が維持できるよう十分配慮をした上で、引き続き全国受

療率を用いる。 

○ 令和２年の患者調査は新型コロナウイルス感染症の影響を受けて

いると考えられる。今後の受療率の見通しの予想は困難であり、現

時点においては、少なくとも新型コロナウイルス感染症の影響を受

けていない平成 29年の患者調査を用いて医師偏在指標を算出する。 

（勤務施設別の医師偏在指標） 

○ 都道府県単位及び二次医療圏単位では引き続き従前の医師偏在指

標（上記の内容を反映したもの）を用いて、医師少数区域・医師多
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数区域等を設定する。 

○ 新たに、地域の実情に応じた施策を検討する際に活用することが

できるよう、勤務施設別（病院及び診療所）の医師偏在指標を参考

資料として都道府県に提示する。 

（診療科間の医師偏在） 

○ 診療科間の医師偏在は、地域間の医師偏在と併せて引き続き対応

が必要である。現時点では診療科ごとの医師偏在指標は算出が困難

であるが、都道府県においては、必要な施策を検討するに当たって

は、既に公表されている三師統計の診療科別医師数を参考にするこ

とが考えられる。 

 

（２） 医師少数スポット 

① 見直しの方向性 

○ 医師少数スポットの設定地域の考え方を明確化するとともに、医

師少数スポットの設定理由を医師確保計画に明記する。 

 

② 具体的な内容 

○ 医師少数スポットは、原則として市区町村単位で設定し、へき地

や離島等においては、必要に応じて市区町村よりも小さい地区単位

の設定も可能とし、医師少数スポットの設定の理由を医師確保計画

に明記することにする。 

○ 医師確保計画を策定する際は、これまで設定していた医師少数ス

ポットについて、医師確保の状況等を踏まえ、設定箇所の見直しを

行う。 

○ 都道府県の医師少数スポットに対する施策による効果を把握でき

ていないため、現時点では医師少数スポットに係る一定の基準の設

定は困難であるが、 今年度から厚生労働省において、医師少数スポ

ット等の医師確保の実態について把握することとしており、今後そ

の結果を分析することにより当該基準について検討する。 

 

（３） 目標医師数 

① 見直しの方向性 

○ 特に医師少数区域以外の区域における目標医師数の設定における

考え方を示す。 

○ 国が新たに「計画終了時に計画開始時の医師偏在指標を維持する

ための医師数」を都道府県に提示する。 
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② 具体的な内容 

○ 医師少数都道府県の目標医師数は、現ガイドラインに引き続き、

計画期間終了時の医師偏在指標が、計画期間開始時の全都道府県の

医師偏在指標の下位１/３に相当する医師偏在指標に達するために必

要な医師数とする。 

○ 医師少数都道府県以外は、現ガイドラインに引き続き、目標医師

数を既に達成しているものとして取り扱うが、下記に記載する自県

の二次医療圏の設定上限数の合計が、都道府県の計画開始時の医師

数を上回る場合は、都道府県の計画開始時の医師数を上回らない範

囲で、各二次医療圏の目標医師数を設定する。 

○ 医師少数区域の目標医師数は、現ガイドラインに引き続き、計画

期間終了時の医師偏在指標の値が、計画期間開始時の全二次医療圏

の医師偏在指標の下位１/３に相当する医師偏在指標に達するために

必要な医師数とする。ただし、計画期間開始時に既に下位１/３に達

するために必要な医師数を達成している場合は、原則として、目標

医師数は計画開始時の医師数を設定上限数とする。 

○ 医師少数区域以外の目標医師数は、原則として、計画開始時の医

師数を設定上限数とする。ただし、今後の医療需要の増加が見込ま

れる地域では、厚生労働省が参考として提示する「計画終了時に計

画開始時の医師偏在指標を維持するための医師数」を踏まえ、その

数を設定上限数とする。 

○ なお、地域で必要とされる医療が提供される必要があることか

ら、医療提供体制の維持を考慮し、目標医師数の設定を行う。 

 

（４） 医学部における地域枠・地元出身者枠の設定・取組等 

① 見直しの方向性 

○ 都道府県は、安定した医師確保を行うため、地域枠に加えて地元

出身者枠についても、恒久定員内への設置を進めるとともに、地域

枠等の医師のキャリア形成を支援する。 

 

② 具体的な内容 

○ 医学部定員の減員に向け、医師養成数の方針について検討が求め

られてきた中、安定した医師確保を行うため、都道府県は、地域枠

に加え、柔軟に運用できる地元出身者枠の恒久定員内への設置につ

いて、積極的に大学と調整を行うこととする。 
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○ 特に医師少数県においては、自県内に所在する大学への積極的な

地域枠の設置に加えて、地元出身者を対象として他県に所在する大

学にも地域枠を設置し、卒前からキャリア形成に関する支援を行う

ことで、医師確保を促進する。 

○ 都道府県、大学、関係機関が連携して、キャリアコーディネータ

ー等を活用しながら、キャリア形成卒前支援プランを通して学生時

代から地域医療に従事・貢献する医師としての姿勢等を涵養し、各

都道府県・大学等における地域医療を担う医師養成の観点から有効

な取組について、情報共有を行う機会を定期的に設けることとす

る。 

○ 都道府県は、大学及び地域の医療機関等と連携し、医師少数区域

等における医師確保が必要な診療科や医師数に加え、医師のキャリ

ア形成の視点から医療機関の指導体制等についても十分に把握した

上で、地域医療対策協議会で協議を行い地域枠の医師の配置を検討

することで、地域枠の医師がキャリア形成をしつつ地域医療に従事

しやすい仕組みを構築することとする。 

 

（５） 産科・小児科医師偏在指標 

① 見直しの方向性 

○ 産科医師偏在指標及び小児科医師偏在指標の精緻化を行う。 

 

② 具体的な内容 

○ 産科の医師偏在指標は、実際に分娩を取り扱う産科医師とするこ

とが望ましいため、算出に用いる医師数は、現行の「産科・産婦人

科医師数」を「分娩取扱医師数」と変更し、三師統計において「過

去 2年以内に分娩の取扱いあり」と回答した医師のうち、日常的に

分娩を取り扱っていると考えられる、産婦人科・産科・婦人科を主

たる診療科と回答した医師数を用いる。また、指標の名称を「産科

医師偏在指標」から「分娩取扱医師偏在指標」と変更する。 

○ 分娩取扱医師偏在指標及び小児科医師偏在指標も（１）の医師偏

在指標と同様に、三師統計で異なる医療圏の従たる従事先を記載し

ている医師については、主たる従事先で 0.8人、従たる従事先で

0.2人として算出する。 

 

（６） 医師確保計画の効果の測定・評価 

① 見直しの方向性 
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○ 医師確保計画における効果の測定・評価の方法について見直しを

行う。 

 

② 具体的な内容 

○ 第８次（前期）医師確保計画に記載する第７次医師確保計画の効

果の測定・評価については、計画終了時の医師偏在指標の見込みの

算出が困難であることから、病床機能報告等の都道府県が活用可能

なデータを参考として評価することとする。ただし、病床機能報告

は一般病床及び療養病床のデータのみであることに留意する。 

○ 三師統計については、オンライン提出の仕組みを導入すること

で、結果を早期に公表できるよう検討を進める。また、既存の他統

計との連携も含め、三師統計の更なる充実化を図る。 

 

（７） その他 

① 見直しの方向性 

○ 都道府県は、寄附講座の設置、派遣元医療機関への逸失利益の補

填に加えて、その他の既存の施策を組み合わせることで、医師少数

区域等の医師確保を推進する。 

○ 子育て支援は個々の医療機関の取組としてだけではなく、地域の

医療関係者、都道府県、市区町村等が連携し、産科及び小児科に限

らず全診療科を対象として、地域の実情に応じて取組む。 

 

② 具体的な内容 

（医師確保に関する施策） 

○ 医師派遣については、都道府県が、医師派遣を必要としている医

師少数区域等の医療機関と、医師派遣が可能な県内の医療機関を十

分把握していない場合もあることから、例えば、地域医療支援セン

ターは医師確保が必要な診療科・医師数や、派遣元医療機関の候補

を調査し、医師派遣に必要な情報を正確に把握することとする。 

○ 自県内に所在する大学への寄附講座の設置や、都道府県が基金を

活用して派遣元の医療機関の逸失利益を補填する取組については、

これまで一部の都道府県において行われてきたが、各都道府県はそ

れらの取組を参考にしつつ、医師少数区域等の医師確保を推進する

こととする。 

○ 上記取組を行ってもなお、自都道府県内で十分な医師の確保がで

きない場合には、県外に所在する大学に寄附講座を設置するなど
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し、都道府県は県外からも医師の派遣調整を行うこととする。 

○ 都道府県は、派遣医師が医師少数区域経験認定医師を取得可能に

なるよう配慮することや、専門医制度の連携プログラム、寄附講座

等による医師派遣といった既存の施策を組み合わせることを通じ

て、医師派遣を促進することとする。 

○ 当該医師確保に関する各都道府県の取組の中で参考となるものに

ついては、国は、好事例として周知することとする。 

（子育て支援等） 

○ 医学部入学者に占める女性の割合が増加する中、女性医師就業率

は子育て世代において低下しており、子育て世代の医師に対する取

組が重要であると考えられることから、子育て支援（時短勤務等の

柔軟な勤務体制の整備、院内保育・病児保育施設・学童施設やベビ

ーシッターの活用等）については、個々の医療機関の取組としてだ

けではなく、地域の医療関係者、都道府県、市区町村等が連携し、

産科及び小児科に限らず全診療科を対象として、地域の実情に応じ

て取組むこととする。 

○ 子育て等の様々な理由で臨床業務を離れ、臨床業務への再就業に

不安を抱える医師のための復職研修や就労環境改善等の取組を通

じ、再就業を促進することとする。 

 


